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  午前１０時００分 開  議 

 

○相田克平議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

  日程第１ 一般質問 

 

○相田克平議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、まちの個性を高めるためのまちづくりに

向けて、米沢市は、没個性化する中で、高付加価

値化することは可能か、１番佐野洋平議員。 

  〔１番佐野洋平議員登壇〕（拍手） 

○１番（佐野洋平議員） 皆さん、おはようござい

ます。 

  まず、朝早くから傍聴席にお越しの市民の皆様、

また米沢市議会のユーチューブ等でこの議会を

傍聴されている皆様、誠にありがとうございます。

一言御礼を申し上げます。 

  今日は、このたびの一般質問は、まちの個性を

高めるためのまちづくりに向けて、米沢市は、没

個性化する中で、高付加価値化することは可能か

と題して質問いたします。 

  現在、米沢市政においては、来年度当初予算の

予算要求の時期です。10月17日には米沢市の令和

７年度予算編成方針が例年どおり示されました。

この点一言申し上げれば、当該内容の中で、物価

高騰に係る経済対策や生活支援事業にあっては、

臨時交付金などの国の財政措置がある場合のみ

別枠での要求を認めるとありますが、特段の財政

措置がない場合であっても、地元消費による地域

経済循環の考え方の啓蒙活動は可能です。地元消

費を応援する啓蒙活動は予算がなくてもできま

す。米沢市内で、できるだけお金が回る意識醸成

と消費行動を米沢市として促進することが、何よ

り重要だと考えます。 

  もっとも、先日、12月５日、地元スーパーの株

式会社キムラが破産手続を開始するとの報がご

ざいました。1946年の創業から今日まで、「おい

しい魚を食べるならキムラ」として、この海のな

いまち米沢の魚食文化の発展に多大なる貢献を

いただきました。魚市場の息子として生まれ育っ

た私にとって、家族のような企業であり、このよ

うな結果は痛恨の極み、無念です。 

  納品業者、取引業者、地元事業者が多く、純粋

な地元消費による地域経済循環の企業の消失は、

米沢の社会や経済にとって、実質的にも象徴的に

も大きなダメージです。今後の悪影響は短期的で

あり、かつ長期的です。 

  この点、米沢市は、12月６日の臨時の市長会見

において、できる限りの対応をするとし、市内５

か所の店舗等についても、市として何ができるか

検討するとしています。店舗跡地に、もうドラッ

グストアは要りません。キムラさんを愛された米

沢市民の皆さん、お客様、地元事業者の皆様の業

務や日常生活において、できる限り痛みを伴うこ

とがないよう、米沢市官民の垣根を越え米沢一丸

で取り組まなければなりません。 

  改めて、かつての平和通り商店街、中心地商店

街は空洞化し、シャッター通り化を経て、大手ド

ラッグストアチェーンなどの進出により、中心地

の郊外化、ロードサイド化が進みました。一部商

店が存続していますが、中心地のともしびは地元

飲食店街の皆様の営業努力で何とか守られてい

る状況であると言っても言い過ぎではありませ

ん。中心地の郊外化、ロードサイド化は、大手ド

ラッグストアチェーンのさらなる拡大により、歯

止めがかかっていません。 

  上杉の城下町米沢は、今やドラッグストアのま

ち米沢になりました。私たちのまちの個性は急速

に失われています。 

  米沢に生まれ育った者として、町への愛着は人
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一倍強く、何としてもこのまちの個性や魅力を守

り、さらに伸ばして元気にしていきたい。私だけ

でなく、多くの米沢市民は考えているはずです。 

  それでは、何を実践すればいいのか。私たち米

沢市民がよいとする、魅力とする、生き生きとし

た米沢の個性を伸ばし、没個性化に抵抗し、それ

を磨き上げ、高付加価値化するためには、どんな

政策を実装していくことがこのまちの未来にと

ってふさわしいことなのか。あまりに過ぎ去った

時間を振り返ることができるとしても、答えは出

ているように思います。 

  米沢市政の行政の役割は、米沢市民生活の環境

を整えつくることです。生活環境、社会環境、自

然環境、経済はもとより、社会として存続するた

めにつくり込む必要があるのです。 

  具体的には、１つ、残したい場所をゾーニング

すること。２つ、残したい、またはありたい姿を

デザインし、つくること。３つ、残したい、また

はありたい形とするためにルールをつくること。

そして、４つ、上記について、美意識に基づき貫

徹することが必要なのです。 

  米沢市のこれまでの政策は、果たしてこれに応

えていると言えるのでしょうか。現在、米沢市の

進める無償化や負担軽減政策は、国民負担率の増

大、実質賃金の低水準化、急激な物価高の影響等

で、市民生活を緩和する措置としては一定の効果

があります。しかし、それ以上に目を見開き、よ

く観察し、思考を深め、このまちの個性にスポッ

トライトを当てなければなりません。 

  米沢には、商店街や飲食街、駅前の商業街、神

社周辺の観光街、そして温泉街など魅力的な個性

が残る○○街エリアがあります。これらを今まで

なかった水準で大胆に解釈し、磨き上げなければ

なりません。もはや時間は残されていません。 

  そこで、具体的には、このたび以下の質問をい

たします。 

  まず、総論として、本市が考えるこのまちの個

性とは何か。また、その個性を高めるための主要

政策や主要事業とは何か。なお、この中で食に関

する政策があれば、この点もお知らせください。 

  小項目の１つ目、米沢市景観条例・米沢市景観

計画は、まちの個性を高めたか。 

  平成22年、2010年に施行された米沢市景観条

例・米沢市景観計画は、施行後の約20年間でどの

ような成果をもたらしたのか。また、現在の課題

は何で、その解決策は何かお知らせください。 

  小項目の２つ目、小野川温泉について。 

  市は、まちの個性を高めるために何をしてきた

のか。本市にとって最も重要な場所の一つである

小野川温泉について、市はこれまでどのような政

策を実施してきたのか、主要政策をお知らせくだ

さい。また、新総合計画等の策定が進む中で、小

野川温泉をどのように位置づけるのか、お知らせ

ください。 

  小項目の３、再生可能エネルギーの在り方につ

いて。 

  本市にとって、再生可能エネルギーの促進と自

然環境の保全は、このまちの価値を守るために重

要です。このどちらも両立するような最適解を模

索しなければなりません。 

  そこで、現在市が考える再生可能エネルギーに

関するゾーニングや条例等について、お考えをお

知らせください。 

  壇上からの質問は以上となります。 

○相田克平議長 近藤市長。 

  〔近藤洋介市長登壇〕 

○近藤洋介市長 佐野議員の御質問にお答えいたし

ます。 

  私からは、本市におけるまちの個性についてお

答えいたします。 

  本市の知名度は、全国に800弱ある市の中におい

ても抜群に高いものであると感じております。そ

の理由としては、豊かな自然や食のほか、伊達・

上杉の城下町として培われた歴史、文化、伝統、

多彩な人材の輩出、高度な技術に支えられたもの

づくり、加えて、我が国で初めて市制が施行され



- 17 - 

た31市の中の一つであることなどが挙げられま

す。これらは全て、本市の個性であります。特に、

上杉鷹山公と米沢牛の知名度は非常に高いと実

感をしております。 

  現在、グローバル化や都市化、生活様式の画一

化が進む中で、まちの個性を高め、高付加価値化

することは非常に重要であります。 

  次世代に向けて受け継がれる米沢の未来を築く

ためには、本市における自然環境や歴史的景観と

都市機能を調和させることが必要であります。 

  具体的な取組としては、松が岬公園周辺の歴史

的な景観を維持しながら、米沢駅から町なか、松

が岬公園周辺へと続く町並みの高質化を図り、市

内外の人々が行き交う活気のあるまちを目指し

てまいります。 

  また、人口８万人弱の本市に３つの大学が立地

する学園都市であることも本市の大きな特徴の

一つです。各大学の知見を生かした産業の活性化

や、学生の本市への定住を推進することが必要で

あります。現在取り組んでいる新たな産業団地の

開発は、この点でも非常に重要な事業であると考

えております。 

  さらに、本市の個性の一つとして、豊かな食文

化が挙げられます。米沢牛をはじめ米沢鯉や舘山

りんご、伝統野菜、米沢ラーメンなど多彩な地域

の食は、本市を訪れる人々をはじめ、ふるさと納

税の返礼品等を通じて全国の人々に対する大き

な魅力となっております。 

  特に、米沢牛は日本３大和牛としてブランドが

確立しております。市が食肉センターを設置し、

生産と食肉の円滑な流通を進めるとともに、今後

も米沢牛肉まつりや、今年度12月から始める、す

き焼きのまち米沢キャンペーンなど、各種イベン

トやキャンペーンをし、ＰＲかつ市内の消費拡大

を促してまいります。 

  一方で、ここ数年のドラッグストアの急増は、

本市の城下町としての景観、地域社会に大きな影

響を与えております。 

  議員御指摘のとおり、先日、市内５店舗のスー

パーを経営していた株式会社キムラが営業を停

止し、自己破産の準備に入りました。長く米沢市、

置賜で親しまれたキムラが廃業に至ったことは、

非常に残念であります。 

  この要因の一つに、ドラッグストアとの競争激

化が挙げられております。以前、この壇上でも、

ドラッグストアの進出について議員の御質問に

答え、私は異常を通り越して異様であると答弁を

いたしました。このとおり、私もこの点に大きな

危機感を持ってこの事態を受け止めております。 

  先日の緊急会見でも申し上げましたが、私とし

ては、これまで20年来続いてきた米沢市の考え方

を改め、自治体として何ができるか再検討し、ま

ちづくりの手法、規制等についても、行政として

踏み込んだ施策を急ぎ研究し、実行すべきと考え

ます。 

  また、現在策定を進めている次期総合計画にお

いても、米沢の個性を生かし高める施策を検討し

ております。産官学力を合わせて、本市の魅力を

生かしたまちづくりを進め、市民の幸福度、シビ

ックプライドが高まる好循環の米沢の実現をし

てまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、（１）米沢市景観

条例・米沢市景観計画は、まちの個性を高めたか

についてお答えいたします。 

  本市におけるこれまでの景観形成の取組につき

ましては、昭和63年度に、美しいまちづくり計画、

平成10年度には、米沢市景観形成指針を策定し、

それぞれの地区の個性を生かした美しい魅力あ

るまちづくりを推進してきました。 

  その後、平成16年に景観法が制定され、平成17

年からの施行を受け、自動的に景観行政団体とな

った県において、山形県景観計画を定めると同時

に、計画の対象区域の中に本市も含まれることと



- 18 - 

なり、結果として山形県景観計画と米沢市景観形

成指針の２つの方針に従って景観形成を推進し

てきました。 

  より本市の地域特性や文化を尊重した取組を推

進するためには、景観法に基づく景観行政団体に

移行する必要があると判断し、平成18年度から作

業を開始し、平成22年度に米沢市景観条例及び米

沢市景観計画を制定し、現在に至るものでありま

す。 

  本市独自の景観条例及び景観計画を制定したこ

とで、届出制度の手続を本市で担うこととなった

ため、建築などの計画の情報が事前に把握できる

ようになったことや、その事業の内容に対しても

景観計画に基づき直接指導できるようになるな

ど、届出対象行為に対して緩やかな規制誘導が可

能となったところであります。 

  また、本市を代表し、重点的に良好な景観を形

成する地区として景観形成重点地区を定めてい

るところでありますが、景観計画策定当初からあ

った米沢駅周辺地区、松が岬公園周辺地区、上杉

家廟所周辺地区の３つの地区に加え、地域からの

発意に基づき、平成26年に小野川地区を新たに指

定できたことは大きな成果であったと認識して

おります。 

  一方で、昨今の再生可能エネルギーに関する大

規模な施設やコーポレートカラーなど企業を象

徴する色やデザインを持つ小売店舗などの計画

については、景観に対し一定の影響を与える場合

があると認識しておりますが、誘導を基本とした

現行の景観届出制度上では、数値化できない定性

的な基準が多く、明確な判断が難しいといった点

や、許可制のように強制力を持って指導できない

という点など、これらを踏まえてデザインの変更

を要請することは相手方の財産権に踏み込んで

いくことになりかねないという点においても非

常に調整が難しいところであり、制度上の課題が

あるものと感じております。 

  なお、景観形成はつくることと保全していくこ

との２つの視点があると考えておりますが、特に

まちの個性につながる古民家などの歴史的建造

物につきましては、残念ながら解体に至った事例

が多数あったものの、それでも本市補助金の活用

などにより維持・保全されている物件も数多くあ

り、さらに届出制度の運用によって、極端に悪い

景観を発生させてこなかった点においても一定

の成果があったのではないかと認識していると

ころであります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、（２）小野川温泉

について、市は、まちの個性を高めるために何を

してきたかについて、産業部の面からお答えをい

たします。 

  初めに、商工分野になりますが、主なものとし

て、まずは小野川温泉ほたるまつりに対する支援

があります。毎年６月中旬から７月中旬に開催さ

れるこのイベントは、水がきれいな場所にすむ蛍

の生息環境保護を目的とし、地域の自然を満喫し

ながら住民と観光客が一体となって楽しむこと

ができるイベントとして広く知られており、期間

中はステージイベントやキッチンカーが並ぶな

ど、小野川温泉への観光客にとっても魅力的なイ

ベントとなっております。 

  次に、令和２年度に実施しました光の箱プロジ

ェクトでは、新型コロナウイルス感染症の影響で

落ち込んでいた小野川温泉街の冬季のにぎわい

回復及び地域交流を目的とし、三沢東部小学校の

児童の皆さんなどが制作いたしました光の箱を

小野川温泉内の片葉の葦内でライトアップする

事業を支援いたしました。 

  また、小野川温泉の冬期間のイベントとして定

着しています雪を利用したかまくら村について、

令和４年度はコロナ禍におけるにぎわいの創出

に向けた支援を行ったところです。 

  次に、観光分野についてですが、小野川温泉は
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豊かな自然環境と歴史的な背景を持つ温泉地で

あり、大きな観光ポテンシャルを持っていること

から、本市としても小野川温泉の魅力を最大限に

引き出して、より多くの観光客に訪れていただき、

満足度の高い滞在を提供できるよう努めてまい

りました。 

  具体的な取組として、ソフト面におきましては、

小野川温泉の観光資源を活用したプロモーショ

ン活動を展開してきており、温泉の魅力や地域の

特産などを様々な媒体を通じて情報発信し、観光

客の誘致並びに認知度の向上を図っているとこ

ろです。 

  また、小野川温泉では温泉むすめプロジェクト

に取り組んでおり、本市では小野川温泉の温泉む

すめである小野川小町並びにそのキャラクター

ボイスを担当されている村上奈津実さんを、おし

ょうしな観光大使に任命し、観光客の誘致と米沢

ファンの拡大を目指し、小野川温泉を全国へＰＲ

しております。 

  次に、ハード整備の面では、温泉街に観光案内

看板を設置するなど観光客が快適に過ごせる環

境づくりを進めてまいりました。今年度は、米沢

市版ＤＭＯが中心となり、小野川温泉を含めた市

内の観光施設の施設改修などのニーズを取りま

とめ、国の補助金を活用し、施設の高付加価値化

を図るための事業を実施したところです。 

  次に、農業分野における取組としては、本市の

伝統野菜である小野川豆もやしや小野川あさつ

きへの支援がございます。小野川豆もやしは、そ

の独特の風味と栄養価の高さから、多くの市民や

観光客に愛されている食材です。小野川豆もやし

の生産者に対する支援として、豆もやし場の新築

工事に対する支援のほか、栽培方法や収穫後の処

理技術に関する研修を実施し、生産者がより高品

質な豆もやしを生産できるようサポートしてお

り、また温泉熱を利用して栽培される野菜として、

ＳＮＳやウェブサイトを活用した情報発信にも

力を入れ、全国的な知名度向上に努めているとこ

ろです。 

  さらに、田んぼアート米づくり体験事業につき

ましては、令和５年度で終了いたしましたが、平

成18年度から18年間実施してまいりました。地元

の小学生をはじめ県内外から一般の方の参加を

いただき、田植、稲刈りを合わせると参加者は延

べ１万人を超え、世代を超えた交流やコミュニケ

ーションが生まれ、子供たちにとっては農業や自

然環境について学ぶよい機会となり、地域への愛

着、理解を深めることにつながったものと考えて

おります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、（２）小野川

温泉について、市は、まちの個性を高めるために

何をしてきたかのうち、小野川温泉に対して行っ

てきた企画調整部に関係する取組と総合計画の

策定に関してお答えいたします。 

  初めに、当部に関係する取組についてでありま

すが、公共交通におきましては、本年４月から山

交バスが運行する白布温泉線と小野川温泉線を

白布温泉・小野川温泉路線に統合する働きかけを

行い、運行本数を増やすとともに、新幹線との接

続に配慮したダイヤ設定を行うことにより、温泉

街へのアクセス性向上を図っております。 

  また、小野川温泉を含む地域の活性化を目的に、

地元のＮＰＯ法人が運営する小野川スキー場に

対して運営支援を行っているところであります。 

  次に、総合計画の策定に関係してお答えいたし

ます。 

  現在策定を進めている令和８年度からの10年間

の新たな総合計画につきましては、市民アンケー

トやまちづくりフォーラムにおいて市民意見を

お聞きするとともに、総合計画審議会や市議会か

らの御意見をいただきながら策定作業を進めて

おります。 

  本市の目指すべき将来像と、これを達成するた
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めの基本方針を年度内に基本構想として取りま

とめ、その後、令和７年度は基本構想に基づく分

野別の重点施策と、その成果指標などを基本計画

として取りまとめる予定としております。 

  小野川温泉をはじめとする市内に存在する豊富

な温泉群は、本市の誇る地域資源であり、本市の

有する強み、魅力の一つでありますので、総合計

画の基本計画においては、それらの価値を高め、

観光客や関係人口の増加等につなげていく基本

的な方向性を包括的に記載していくものと考え

ております。 

  その上で、小野川温泉の個性を高める具体的な

取組につきましては、総合計画の基本計画に基づ

き、具体的な事業を定める実施計画のほか、観光

振興計画等の分野別の計画において検討してま

いります。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

  〔佐藤明彦市民環境部長登壇〕 

○佐藤明彦市民環境部長 私からは、（３）の再生

可能エネルギーの在り方についてお答えいたし

ます。 

  現在、地球規模で問題になっているのが地球温

暖化による気候変動でございます。猛暑や豪雨に

よる農作物被害、熱中症リスクなどの増加など、

本市においても様々な影響が懸念されます。 

  地球温暖化は、その予想される影響の大きさや

深刻さから見て、人類の生存基盤に関わる安全保

障の問題でもあり、最も重要な環境問題の一つと

されており、国は2050年までに温室効果ガスの排

出を全体としてゼロにする、いわゆる2050年カー

ボンニュートラルを目指すこととしております。 

  また、我が国のエネルギーについて目を向ける

と、日本のエネルギー自給率は2021年で13.3％と

他の先進諸国と比べて低い水準となっており、海

外から輸入される石油、石炭、天然ガスなどの化

石燃料に大きく依存しております。化石燃料は、

地球温暖化の要因の一つであり、加えて中東情勢

や為替の影響などを受けることから、安定したク

リーンなエネルギーである再生可能エネルギー

の導入が求められております。 

  このような状況の中、本市は令和２年10月にゼ

ロカーボンシティ宣言を行いました。地球温暖化

による自然災害リスクを低減し、持続可能な未来

を実現するため、2050年までに二酸化炭素実質排

出ゼロを目指すこととしております。ゼロカーボ

ンを実現するためには、まずは省エネの取組によ

りエネルギーの消費量の削減を図ること、次に再

生可能エネルギーを導入しエネルギーの脱炭素

化を図ること、この２つの取組を両輪として取り

組んでいく必要があります。 

  一方で、生態系や景観への影響、公害や災害の

おそれなど再生可能エネルギーの課題も挙げら

れております。この要因となるのは、事業者によ

る無秩序な開発行為です。環境に影響を与えるよ

うな大規模な開発を伴う再生可能エネルギー導

入に当たっては、適切な環境影響調査の実施と住

民との合意形成が求められています。 

  地球温暖化対策推進法では、市町村ごとにゾー

ニングを実施することを新たな努力義務として

おり、開発してもよい適地を促進区域として設定

するように求めております。現状の環境影響評価

法では網羅し切れない合意形成の部分について、

ゾーニングマップを広く公開することで情報共

有を図るほか、課題解決を図るための基礎資料と

しての活用を想定しているところでございます。 

  ゾーニングマップにつきましては、米沢市全域

を大きく３つのエリアに分ける予定でございま

す。環境影響が高く環境を保全する必要があると

言われる保全エリア、条件次第で再エネ導入が可

能と認められる、いわゆる調整エリア、保全エリ

ア及び調整エリアに該当せず、再エネポテンシャ

ルが高い、いわゆる促進エリアです。エリア別に

色をつけて、米沢市全域の状況を可視化したマッ

プとする予定です。 

  このゾーニングマップを公開することで、無秩
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序な開発を抑制しつつ、適切な場所への再生可能

エネルギー導入を進めていきたいと考えており

ます。 

  再生可能エネルギーに係る条例につきましては、

現在のところ本市独自には制定しておりません

が、山形県が令和４年４月１日に山形県再生可能

エネルギーと地域の自然環境、歴史・文化的環境

等との調和に関する条例を制定いたしました。 

  本条例は、再生可能エネルギー発電事業者が県

及び市町村と協議の上、施設の設置、維持管理及

び廃止を適切に行うための事業計画の案を作成

し、地元住民に対しあらかじめ説明会を開催する

ことを義務づけするとともに、県が関係市町村長

からの意見聴取などを行った上で、知事が当該事

業計画の認定を行うものとなっております。 

  本市といたしましては、県の条例に基づいた対

応を事業者が取っているのかを適切に把握しな

がら、自然と調和した地産地消の再生可能エネル

ギーの導入を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 御答弁ありがとうござい

ました。 

  まず、市長の総論のところで、私の基本的な課

題意識、問題意識と、市長の課題意識、問題意識

は、前回のドラッグストアの一般質問のときもそ

うでしたが、方向性はほぼ同じ方向を向いている

のだろうと思っております。 

  それで、まず順を追って質問させていただきま

すけれども、最初は景観条例、そして景観計画に

ついて、これまでの米沢市の成果を含め御答弁い

ただいたわけです。基本的な内容は理解しており

ます。 

  それで、やはり１点気になるところがあるので

す。先ほど吉田部長がおっしゃったように、景観

に関しては財産権、これに鑑みて、なかなか調整

が難しい部分があるということでした。ただやは

り、米沢市はこの点が遅れているのだろうと思う

のは、既に景観に関しては財産権に踏み込んで、

それを調整している自治体というのは多くある

わけです。米沢市の場合、財産権をあまりに意識

するあまりに、米沢市としての財産が失われてい

るという状況に陥っているのではないかと思う

わけです。 

  この点、米沢市の景観計画があります。そして、

これは具体的なところですが、上杉家御廟所周辺

地区の景観形成基準というのがあります。その中

で幾つも基準があるわけですが、今回御廟所の一

帯のところにドラッグストアが建ったわけです。

そして、ドラッグストアが建った場所は、この御

廟所周辺地区に該当していると思いますけれど

も、まずそこは該当しているかどうか確認させて

ください。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 議員がおっしゃられておりま

すドラッグストアの建設場所につきましては、重

点地区に該当してございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） ありがとうございます。 

  改めて確認させていただいたわけですが、そう

すると、形成基準には、和風の落ち着いた外観、

意匠とすること、色彩に関しては定める色彩基準

のとおりにすること、そのようなことが書いてあ

るわけです。この点、先ほどやはりキーワードが

あって、これまでは緩やかな規制を誘導してきた

ということでしたが、今回この基準が、新しいド

ラッグストアが建ったわけですが、これに対して

どのような米沢市は指導をし、そしてどのような

結果になったか、これを教えてください。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 上杉家御廟所周辺に建設され

ましたドラッグストアの経緯でございますが、令

和４年12月に事業者より事前相談の申入れがあ

りまして、以降、景観形成基準に適合させること

を基本といたしまして、協議・調整をしてまいり
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ました。 

  具体的な調整といたしましては、外壁などに使

用しますコーポレートカラーの色彩に関する彩

度の抑制や御廟所通りに面する境界への植栽に

関するお願い、さらには外壁の壁面看板について

は見付面積の５分の１になるように指導いたし

まして、御配慮をいただいたところであります。

これらの調整を踏まえまして、令和６年２月に届

出をいただき、その後、着工に至ったところでご

ざいます。 

  なお、屋外広告塔につきましては、景観の届出

や屋外広告物の許可対象外ではありましたが、任

意にお願いいたしまして、看板の位置を交差点か

ら少し離していただくなど一定の調整を図った

ところでございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 今の御答弁ですと、そう

すると米沢市のこの景観形成基準には合致した

対応をしていただいたのか、それともそういう結

果にはならなかったのか、これはどちらとして解

釈というか、理解すればよろしいですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 景観形成基準に合致している

ところでございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） それは、例えば和風の落

ち着いた外観、意匠になったという理解ですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 外観、意匠につきましても、

様々な色彩について明度等の基準を設けており

ますが、それ以内の建設をしていただきましたの

で、そういったところでは合致しているというと

ころでございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 私も現場を見ております

けれども、やはりこの景観形成基準に合致してい

るというのであれば、あれは和風の意匠というこ

とでいいのですか。和風の意匠というのは、具体

的にどういった意匠で、どういったことになれば

和風と理解すればいいのでしょうか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 和風の意匠といったところで

ございますが、なかなか難しい部分はございます

が、やはり御廟所周辺地区でございますので、そ

ことマッチした、やはり色彩を派手なものでなく

て、茶系統を基本としたそういう色彩を用いると、

そういったところを和風という表現をさせてい

ただいているところでございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 分かりました。 

  やはり米沢市の景観形成基準に関しては、市民

の認識と米沢市の景観形成基準が本当に適合的

なのか、そろそろ考える時期なのだろうと思うわ

けです。 

  この点、今、吉田部長に御答弁いただきました

が、近藤市長、今回の御廟所周辺のああいった景

観形成基準が、今、吉田部長の答弁として市長が

お聞きになったとき、それは適正だと考えるのか、

あるいは感覚的に違和感があるのか、それはどの

ような御所見であるか、もしお考えがあれば少し

教えていただきたいのですけれども。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 佐野議員の御質問にお答えいたし

ます。 

  御廟所の近くにあるドラッグストアであります

けれども、私の感覚とすると、あの場所にドラッ

グストアができるということ自体が、そもそもと

して違和感を感じていると、こういうのが正直な

ところでございます。 

  申請といいますか、届け出たのは令和４年とい

うことでありますので、私はそのとき市長の立場

にはなかったものですから、どのような経緯でな

ったのかというのは具体的に分かりませんが、そ

もそもの時点でいうとそういうことであります。

ただ、これはまた経済活動の自由ということであ

るのでしょうけれども、これがまず第１点。 
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  第２点で、恐らく市民の多くの方々の感覚もそ

ういうことではないかと感じておるところであ

ります。看板の色彩についてでありますが、これ

は受け止めということでしょうけれども、やはり

あの場所にああいったお店ができてしまうとい

うことでの一つの違和感があるものですから、若

干、茶色の建物、看板にしたところで、そういっ

た印象はなかなか拭えないというのが正直なと

ころではないかと思います。無論、抑え目の色彩

になっているとは感じておりますし、それはそれ

ということでしょうが、この点については率直に

申し上げて、看板規制等についても何ができるの

か検討したほうがいいということは、事務方には

伝えているところでございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 今大変貴重な答弁をいた

だいたと思っています。当然、事務方は、景観形

成基準に関しては、ある程度シビアな判断をして

調整しなければいけない。当然、先ほどおっしゃ

ったように法的な拘束力がありませんから。しか

し、近藤市長が今御答弁あったとおり、これは問

題意識、課題意識を持っているわけです。そして、

それを伝えているというわけですから、この景観

形成計画をぜひ見直していただきたい。米沢市の

個性がこれ以上失われる前に、しっかり見直しを

していただいて、財産権を侵害しないように、そ

して米沢市のまちの個性化が図られるような調

整が今できるはずだと思います。この点、近藤市

長、最後にこの点をもう一回聞きます。ぜひこれ

を進めていただけないでしょうか。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 まず、第１点、もうできてしまっ

たものについての変更というのは、これはなかな

か現実としてはかなり困難だろうと私は思いま

す。ですから、そういったものに対してはなかな

か難しいわけでありますが、しかしこれからにつ

いてはやはり研究を急がなければいけないとい

うことでありますし、いずれにしろ他先進地域の

例もあるわけでございますから、例えば会津若松

市等々、そういったところも含めて十分研究をし

なければいけない大きな課題だと、こういう認識

でございます。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） ありがとうございます。

ぜひ本当に大局的な見地から、今後の米沢市のど

ういった価値を守り、秩序を守り、情緒を守って

いくのか。上杉の城下町米沢、これをどう守って

いくのか、本気で考えていただきたいと思うわけ

です。 

  続きまして、小項目２つ目ですけれども、小野

川温泉についてです。米沢市はこれまで小野川温

泉に関しては、先ほど説明のあった諸事業につい

て支援し、計画を進めてきたわけです。その点す

ごく理解をしています。 

  ただし、１つ質問します。リボーンプロジェク

トが今年度末で終わるわけですが、これは白布温

泉に対して進めてきたわけですけれども、米沢市

としてどのような効果があったのか、成果があっ

たのか、この点を少し教えてください。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 まず、成果でありますけれど

も、例えば一例申し上げますが、令和３年度から

開始いたしました天元台アップデート事業とい

うものがございます。こちらでは協議会メンバー

の人脈を生かしまして、国内外で大きな影響力を

持つプロのスノーボーダーを招聘させていただ

きましてプロモーション事業を展開いたしまし

た。この結果、友人であったり、同僚同士などで

来場されるスノーボーダーグループが大幅に増

加いたしまして、冬の人気イベントとして定着い

たしました。 

  そして、このプロジェクトを通じて、地元企業

や地域住民がエリアの現状を改めて認識し、この

エリアの再生に向けて一体となって取り組むと

いう意識が醸成されたことも大きな成果である

と思います。 
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  次に、課題でありますが、御意見のとおり今年

度で交付金事業というものは終わりますが、自走

という形で継続的に進めていくということがや

はり課題になります。現在、どのような体制で事

業展開していけるかなど、その課題について協議

会の中で検討しているところであります。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） ありがとうございます。 

  リボーンプロジェクトに関しては、一定の成果

と課題が御認識されているわけですけれども、や

はり米沢市、温泉八湯、これは大変米沢の個性と

しては重要かつ県内外に知られているわけです。

小野川温泉の湯質は本当にすばらしいように思

いますし、米沢市民の皆さんの日々の生活に小野

川温泉のお湯、白布温泉のお湯、八湯のお湯が癒

やしを、安らぎを与えていただいているのだろう

と思います。 

  そこで、先ほど企画調整部長のほうから、この

点に関して新総合計画に関してお触れになりま

した。そして、具体的な観点については実施計画

での検討、そして米沢市の観光振興計画等での検

討をお考えになるとおっしゃったわけです。 

  ここで確認いたします。まず、今回、リボーン

プロジェクトが終わった、そして継続課題はある

にせよ、今度は小野川温泉、これを米沢市がやっ

ていく、しっかり重要計画に入れてやっていく、

そういったことが必要だと思います。特に、今第

５期米沢市観光振興計画もつくっているわけで

す。 

  改めて確認しますけれども、今後10年の新しい

新総合計画、そして第５期米沢市観光振興計画等

に、具体的に重要戦略のような位置づけとして小

野川温泉、ぜひこれをお考えになることはできる

かどうか、ここをもう一度確認させていただきた

いのですが、いかがですか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 まず、総合計画に関しま

しては、やはり総合計画ということでございます

ので、温泉群という形でそれをどう米沢市の個性

として生かしていくのかということを包括的に

記載していくものと思っておりまして、小野川温

泉の具体的な取組という部分に関しましては、や

はり実施計画といったところで具体的な事業を

決めていくものと思っております。 

  また、観光振興計画や、あとはまちづくりに関

するほかの計画もございますので、そういった中

で小野川温泉をどう位置づけるかというのは、今

後検討していく課題かと思っております。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） ありがとうございます。 

  実は我が会派一新会も、米沢市の当局の皆さん

と、また近藤市長も同席していただきましたが、

意見交換等をして、小野川温泉を今後どのように

されていくのかという、そういった意見交換もさ

せていただきました。 

  小野川温泉の皆さんの話をお聞きしますと、や

はり危機感があるのです。今、本当に何が大変か。

料理人の確保が本当に大変な時代に入りました。

当然、先ほど先日のキムラさん、そういった破産

の問題もありますが、重要なことは、一つの市の

個性ある独自のサプライチェーンが崩れるとい

うことは、これは旅館さんとかにすごい影響を与

えるのです。特に、これはキムラさんの例で恐縮

ですけれども、水産流通に関しては圧倒的な魚種

を誇るわけです。そういう意味でも、やはり温泉

街の食を守るという意味でも、実はほぼつながっ

ているわけです。 

  そしてあと、料理人の確保が難しくなってくる。

あとはリネン、よく言われるのは、いわゆるリネ

ン類の共有をして小野川温泉で合理化を図る、そ

ういったこともやはり考えていかなければいけ

ないわけです。 

  そういう意味で少し具体的な質問をしますけれ

ども、具体的な政策をつくっていくには、補助金

とか、そういったものが必要になってくるわけで

す。一つは、四、五年計画であれば、やはり四、
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五億円ぐらいの補助金を取っていく必要がある

のだろうと思います。例えば、デジ田、そしても

っと大きい計画であれば、これは国の継続的なプ

ランがあります。例えば、都市再生整備計画事業

の社会資本整備総合交付金とかもあるわけです。

米沢市は現時点でこういった小野川とかに対す

る計画を考える上で、どういった具体的なスケジ

ュール感とか、あるいは座組みを考えていくか。

これはある程度のお考えがあるのであれば、少し

ここで確認したいのですが、いかがですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 現在そういう考えはありませ

んけれども、先ほど佐野議員のお話をお聞きしま

すと、思ったことを少し申し上げさせていただき

ますが、小野川温泉、米沢八湯の一つとして非常

に大事でありますし、山形県、温泉県としても、

まさに財産だと思っております。そして、米沢市

街から程近いところに、宿の規模はそれほど大き

くありませんが、集合体としてまとまっていると

いうことも一つの特徴であります。 

  そういう特徴を生かしながら、先日、せんだっ

て、一新会の皆さん、あと小野川温泉観光協議会

の皆様と、あと私ども、お話しさせていただきま

したけれども、いろいろなお話をお聞かせいただ

きまして大変勉強になりました。ぜひそういうも

のをもう少し議論を深めながら、どういったこと

ができるのか、まとめていくということが非常に

大きいものになっていくと思いますので、そうい

った中で十分考慮していきたいと思っています。 

  先ほど企画調整部長が申し上げましたけれども、

今、総合計画をつくっている大事な時期でありま

す。また、観光振興計画をつくっている大事な時

期でありますので、ぜひそういうところの中で議

論を深めながら考えていきたいと思っておりま

す。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 大変前向きな御回答をい

ただきました。ぜひこれを本当に実行していって

ほしいと思います。そのために議会も、うちの我

が会派も協力をさせていただき、そしてぜひ近藤

市長にもトップのお考えを示していただいて、米

沢八湯、そして小野川温泉をしっかりサポートし

て、今後の５年10年しっかり活性化できるように

お願いを申し上げたいと思います。よろしくお願

いします。 

  続いて、３問目は再生可能エネルギーです。 

  栗子山風力発電が白紙撤回をなされてからまだ

間もないわけですが、現在、米沢市は再生可能エ

ネルギーに関するゾーニングを進めているわけ

です。これは佐藤部長の御答弁のとおりです。 

  そこで、１つ確認します。栗子山風力発電事業

があったあの場所は、先ほどのゾーニングでいう

とどのエリアに区分されるのか教えてください。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 現在、ゾーニングマップ

については調整中の段階で、確定したものではご

ざいませんが、複数の先ほど申し上げた３つのエ

リアが重なるような部分も出てくるという認識

でおりますが、最終的にはどのように調整してい

くのか今後詰めてまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） 今後調整をしていくとい

うわけです。その中で、保全エリア、調整エリア、

促進エリアに当たるわけですが、栗子山風力発電

に関して言えば、山形県知事の意見書等でも、あ

の開発地は相当重要なイヌワシの問題もあり、指

摘がなされたわけです。 

  そういう中でやはり重要なことは、単純に風況

があるからここは促進可能なのだという話では

なくて、こちらに今、当局環境課のほうから頂い

た資料もありますが、米沢市の独自の基準をはっ

きりつくっていく必要があるのだと思うのです。

そして、米沢市の単なる定性的な判断だけではな

くて、このまちの歴史や文化、そういったものを

含めて、駄目な場所は駄目という基準をしっかり

つくっていく。要するに、市民の皆さんに合理的
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な予測可能性をお示しいただくことが本当に大

事になってくるのだと思います。その中で市民の

合意形成をしていく、当然地域の合意形成、今の

山形県の再エネ条例は、あの範囲の中で規模によ

って住民合意形成の範囲を決めているわけです

が、これだって果たしてあの条例の規定だけでい

いのかということは考えなければいけないわけ

です。 

  この点、米沢市として独自の考えをどれほど考

えているのか。特にあとは環境アセスの問題もあ

りますけれども、こういったことに関して、現状

もしお答えできることがあれば、どの程度の射程

を見据えているのか。市民環境部長、どうでしょ

うか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 全国の自治体を見ますと、

一部ではやはり条例で規制しているところです

とか、課税をしているような自治体があることは

承知しているところでございます。 

  本市としましては、先ほど壇上から申し上げま

したが、県が条例を制定しておりまして、あれは

令和４年に制定されておりますが、ちょうど直前

に庄内地方で大規模な風力発電が事業取りやめ

になったという経過を踏まえてできた条例でも

ございまして、そちらの条例に基づいて、しっか

りと対応が可能だと考えておりますので、現状に

おきましては県の条例を基本としながら、先ほど

のゾーニングマップなどによる情報を提供する

ことで住民との合意形成を図りながら事業を進

めていくような考えでおりますが、今後、必要な

ことがあるとするならば、その段階でまた検討を

進めていく必要があるかと考えております。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） そうすると、今後必要に

応じて県の条例以外に米沢市の独自の基準も考

えていく可能性はあるということですけれども、

そういったお考えをまず米沢市民の皆さんに前

提を示す必要があると思いますけれども、今現在

そういった米沢市民の皆さんへの説明というの

は、いつどの時点でやるという具体的なお考えは

あるでしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 独自の条例制定に関する

説明等についてはもちろん予定していないとこ

ろでございますけれども、先ほど壇上で申し上げ

たゾーニングマップの制定につきましては、間も

なく住民説明会を開催しまして、住民の皆様から

御意見をいただいた上で、その３つのエリアの区

域を設定してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 佐野洋平議員。 

○１番（佐野洋平議員） これから米沢市民の皆さ

んに、３つのエリアについて説明を行っていくわ

けです。やはりポイントは、促進エリアが開発を

行ってよいエリアだと即座に受け取られないよ

うなことも大事だと思います。栗子山風力発電が

撤回されて間もない中で、米沢市の市民の皆さん

の問題意識というのはすごく高まっていると思

います。ぜひこの点丁寧な対応をしていただきた

いと思うわけです。 

  時間も１分しかありませんが、この点、近藤市

長、環境に関して、栗子山風力発電の白紙撤回を

受けて今どのようなお考えなのか、方向性だけお

聞かせいただければと思いますが、いかがでしょ

うか。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 条例については、今、市民環境部

長が御答弁したとおりでございます。 

  ただ、やはり再生可能エネルギーを進めるとい

うことも大事なことだと思っています。やはり地

球環境問題に対処するために、再生可能エネルギ

ーをできるだけ広めて、そしてエネルギーの地産

地消を図っていくということは、これは極めて重

要でありますが、しかしだからといって乱開発を

していいというわけでは毛頭ないので、そこのベ

ストミックスを図れるような納得のいく開発行

為が行われる仕組み、理解を広げることは極めて
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重要だと思います。 

○相田克平議長 以上で１番佐野洋平議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

  午前１１時００分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

  午前１１時１０分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市子ども条例の必要性について外１

点、11番植松美穂議員。 

  〔１１番植松美穂議員登壇〕（拍手） 

○１１番（植松美穂議員） 皆様、こんにちは。至

誠会の植松美穂です。12月に入り、いよいよ雪も

降ってまいりました。師走の慌ただしさの中、ま

たお足元が悪い中、傍聴に足を運んでいただいた

皆様、誠にありがとうございます。 

  さて、先日５日付で地元スーパーキムラが閉店

となり、米沢市民にとって大きな衝撃となりまし

た。私にとってもすぐ近くということもあり、家

の冷蔵庫のような存在で、従業員の皆様にも日々

お世話になり、子供が生まれてからは子供の見守

り役としても助けていただいたことが多くござ

います。 

  キムラが閉店することは、車を持たない高齢者

の方々、短大、栄養大の学生など、買物難民が発

生する事態となります。 

  また、納入業者、仕入れをしていた飲食店、学

校給食など、米沢市にとって経済的にも社会的に

も影響は大変大きいと思っております。 

  様々な要因があると思います。民間企業だけで

なく、市民と行政と一体となって米沢のこれから

について危機感を持って進めていかなければい

けないと再認識いたしました。市民の皆様が米沢

を諦めてしまわないように、しっかりと動いてま

いります。 

  それでは、質問に移ります。 

  大項目１、米沢市子ども条例の必要性について

でございます。 

  米沢の子供たちが生まれてから自立するまでの

成長期間において、切れ目のない支援や連携した

体制を整えるために、また子供たちから意見を聞

く場を設けたり、保護者、学校、行政、地域、子

供に関わる団体など、それぞれで役割を分担し、

米沢市として子供は地域の宝である、そして地域

で子供を育てるために統一した理念として、米沢

市子ども条例は必要ではないでしょうか。 

  小項目１、子育て支援ではなく子供の支援につ

いて市ではどのようなものがあるのかについて

お伺いいたします。 

  給食費の無償化など、子育て支援が様々整って

きておりますが、子育て支援ではなく、子供のた

めの支援は何かありますでしょうか。また、子供

の声を聞く場所はあるでしょうか。保護者への支

援も大切ですが、米沢に生まれ住む子供たちが米

沢に満足できるように、何か行っておりますでし

ょうか。子供のニーズを捉えた施策は何かありま

すでしょうか、お答えください。 

  小項目の２、幼児期から中学生まで市では関係

機関とどのような連携があるのか、お伺いいたし

ます。 

  幼稚園や保育園から小学校、小学校と学童、ま

たは放課後デイ、医療機関と学校、小学校から中

学校など、どのような連携があるのか、お答えく

ださい。 

  小項目の３、子供のために保護者・地域住民・

学校・学校関係等が役割を持ち連携することが必

要ではないかについてお伺いいたします。 

  保護者、学校、子供のための施設、地域住民な

どが役割を持ち、米沢の宝である子供たちのため

に連携することが必要だと思いますが、いかがで

しょうか。お聞かせください。 

  大項目の２、ふるさと納税とブランド戦略はセ
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ットではないのかについてお伺いいたします。 

  米沢ブランド戦略課が魅力推進課となり、ふる

さと納税は商工課管轄となりました。ふるさと納

税増額のためには、ふるさと納税とブランド戦略

はセットではないでしょうか。ブランド戦略をし、

ふるさと納税を成功させる。また、ふるさと納税

を通してシティプロモーションを行うこともで

きると思うのですが、いかがでしょうか。お聞か

せください。 

  小項目の１、現在のふるさと納税の状況につい

てお伺いいたします。 

  11月25日の産業建設常任委員会協議会でも、現

在の大まかな数字はお伺いいたしました。予算額

20億円に対し、現在の状況と見込みや戦略につい

てお聞かせください。 

  また、今年度７月より、シフトプラス株式会社

と7,500万円で業務提携を行ったわけですが、米

沢市と委託業者とどのような役割の中でブラン

ディングを行っているのか、お聞かせください。 

  小項目の２、ブランド戦略事業についてお伺い

いたします。 

  現在のブランド戦略事業の内容、成果、そもそ

もの目標を教えてください。米沢市においてのブ

ランド戦略事業とは、米沢市民の機運の醸成を図

るものなのでしょうか。それとも、米沢の産品を

売るための販売戦略なのでしょうか。お教えくだ

さい。 

  他市においては、ブランド戦略を行い、ふるさ

と納税でシティプロモーションを行っている市

もあります。米沢市は、ふるさと納税、ブランド

戦略、シティプロモーションをどのようにお考え

か、お聞かせください。 

  小項目の３、米沢は歴史や名産に恵まれている

が、戦略的に絞る必要もあるのではないかについ

てお伺いいたします。 

  米沢市は、歴史、お酒、米沢牛、リンゴ、コイ、

米沢織など様々な産品に恵まれております。しか

しながら、ふるさと納税においては、米沢市とい

えばといったところに絞ったＰＲが必要なので

はないかと思っております。今後、寄附額50億円

を目指すときに、何の商品を目玉にして増額をし

ていくのか、どんな商品だと可能なのか、お教え

ください。 

  壇上からの質問は以上となります。御答弁よろ

しくお願いいたします。 

○相田克平議長 近藤市長。 

  〔近藤洋介市長登壇〕 

○近藤洋介市長 植松議員の御質問にお答えいたし

ます。 

  私からは、米沢市子ども条例の必要性について

お答えをいたします。 

  子供は、本市の未来をつくるかけがえのない存

在です。一人一人が心身ともに健やかで成長でき

るよう、子供と子育て世代に寄り添い、切れ目の

ない支援を充実させるためにも、子供を取り巻く

関係各機関の連携は大変重要であります。 

  他の市町村においては、子供の権利や子育て支

援について、市の理念や方向性を示す手段として、

子供に関する条例が、その市町村の目的に沿って

制定されているということは承知をしておりま

す。子供を真ん中に見据えた条例を制定すること

で、子供に関する全ての関係者が連携し、切れ目

なく関わる姿勢を示すことができ、かつ市民に向

けても、また対外的にも、効果が図られる可能性

があるものと考えております。 

  一方で、国が進める「こどもまんなか宣言」に

も見られるように、子供たちが健やかで幸せに成

長できる社会を実現するため、社会全体の意識改

革を進める取組もあります。 

  いずれにいたしましても、大切なのは実態であ

り、条例が自己目的化しては意味がないというこ

とは植松議員も当然御存じであろうかと思いま

す。 

  米沢の子供、そしてその家庭について、何がよ

りよいのか、ベターなのかということをしっかり

と研究しながら、今後、様々な皆さんの御意見を
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お聞きし、研究作業を進めてまいります。 

  次に、私から、ふるさと納税とブランド戦略は

セットではないのかの１、現在のふるさと納税の

状況についてのうち、ふるさと納税推進体制の組

織の考え方や、その思いについてお答えいたしま

す。 

  また、その他については各担当部長がお答えい

たします。 

  ふるさと納税は、御指摘のとおり、地場産品の

返礼品を通して本市の魅力を広く全国に発信す

ること、そしてそのことで本市を思い、愛着を持

っていただく米沢ファンを増やしていく、すなわ

ち地場産業の振興と関係人口の創出拡大、そして

市の歳入増につながる三方よしの事業でありま

す。 

  そのような思いから、推進体制の組織強化を行

うべく、この４月から返礼品提供事業者である農

業、卸小売、サービス業、製造業など、本市の産

業、農業部門関係者との連携が密接に行える産業

部にあって、返礼品の企画や開発を進めていく上

で親和性の高い商工課に専門の部署を設置する

ことが最適だと判断し、今年度から商工課にふる

さと納税推進室を設けたところであります。 

  本市の地場産品のポテンシャルは非常に高く、

他自治体と比較してもまだまだ伸び代があると

考えております。 

  今年度は、夏の米不足の影響により、米の返礼

品の提供を一時停止せざるを得ないという状況

になりましたが、年末に向けて寄附額が増える時

期でもありますので、最後まで事業者との連携を

密にしながら、寄附額の拡大に向け、しっかりと

取り組んでまいります。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 佐藤教育長。 

  〔佐藤 哲教育長登壇〕 

○佐藤 哲教育長 私からは、大項目１の（１）子

育て支援ではなく子供の支援について市ではど

のようなものがあるのかのうち、子供たちの声を

聞く場はあるのか、子供の意見を聞いて生かす機

会があったかについて、及び（２）幼児期から中

学生まで市では関係機関とどのような連携があ

るのかについてお答えします。 

  まず、子供たちの声を聞いて生かす場について

お答えします。 

  令和元年より、市、市議会、教育委員会の主催

による米沢市中学生議会を計２回開催いたしま

した。開催の目的は、中学生が市政やまちづくり、

地区の身近な問題について質問や提案を行い、市

政や市議会への関心や理解を深め、社会に参画す

る資質や能力を培うというものです。毎年テーマ

を設定し、それに沿って中学生議員が質問書を作

成し、議場にて質問を行いました。 

  生徒は、現在の米沢市が抱える課題を取り上げ

ながら、時に鋭く質問を行い、その後、各校の決

意表明に対して表決するという経験をさせてい

ただきました。 

  現在は、中学校が統合を迎えることもあり、中

学生議会を休止しております。今後の開催につき

ましては、現在検討しているところです。 

  今後、子供の率直な意見が市政に反映されると

いう経験ができれば、さらに充実した主権者教育

となるだけでなく、参加した生徒以外の全ての子

供たちにとっても、自分のふるさと米沢をよりよ

くするためにどうしたらよいかを主体的に考え

るよいきっかけになると考えているところです。 

  子供の意見を取り入れる場として、教育委員会

では、統合中学校の制服や校舎の整備、校歌の歌

詞を決定する際に子供たちのアンケートを実施

し、実際に参考にしております。 

  また、社会科の学習で住民の声を生かしたまち

づくりについて学んだ後、市長への手紙を利用し、

意見や質問を伝えた生徒もおります。 

  今後も、様々な機会や場面で子供たちの声を取

り入れてまいりたいと考えております。 

  次に、（２）幼児期から中学生まで市では関係

機関とどのような連携があるのかについてお答
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えします。 

  学校は、子供を真ん中に置き、目的に応じ、多

くの方々や機関と緊密な連携を行っております。

幼小については、全ての幼稚園、保育園、こども

園と小学校から成る幼小連絡協議会という組織

があります。具体的な活動としては、保育参観や

授業参観を行い、お互いに授業や保育の様子を見

合ったり、幼稚園と小学校で共にカリキュラムを

作成して学びをつなげたりといったことが挙げ

られます。また、支援が必要な就学児についての

情報交換や有効な支援のアイデアなどを一緒に

考え、話す機会を多く設けております。 

  次に、小学校と中学校の連携については、例年

７月１日に全市一斉に小中連携の日を設定し、小

中学校がお互いの学校に出向いて授業を参観し

たり、学習指導や生徒指導、外国語教育などの分

科会に分かれて意見交換を行ったりしておりま

す。 

  その中で、いわゆる中１ギャップを起こさずに

中学校生活に移行できるように、小中学校での学

習のルールや支援の手だてをそろえるなどの取

組を行うことにした中学校区もあります。 

  また、中学校の教員が小学校で数学や英語、音

楽の授業を行ったり、中学校生活についての講話

を行ったりするなど、子供たちが安心して進学で

きるよう、入学前に中学校生活の見通しを持てる

ような取組も行われております。 

  また、小学校では、放課後児童クラブとの連携

も挙げられます。多くの児童が放課後児童クラブ

に通っており、学校に迎えに来た指導員の方に、

その日の子供の様子や気になる児童についての

情報などを教員が直接伝えたり、電話で伝えたり

と必要な支援をつなぎ、放課後児童クラブで過ご

す児童が安心安全に過ごせるよう情報共有を丁

寧に行っているところです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

  〔山口恵美子健康福祉部長登壇〕 

○山口恵美子健康福祉部長 私から、大項目１の

（２）幼児期から中学生まで市では関係機関とど

のような連携があるのかのうち、要保護児童対策

地域協議会との連携についてと、障がいのあるお

子さんの連携について及び（３）についてお答え

いたします。 

  初めに、要保護児童対策地域協議会との連携に

ついてですが、児童虐待のおそれがあるなど支援

が必要な家庭に対しては、関係機関、関係団体及

び児童の福祉に関連する職務に従事する者、その

他の関係者により構成する要保護児童対策地域

協議会を中心に、包括的な支援体制を構築してお

ります。 

  当該協議会は３層構造となっており、年１回開

催される代表者会議は、児童相談所、保健所、警

察、小中高、養護学校、保育園、幼稚園、こども

園、放課後児童クラブ、民生委員・児童委員、医

師会などの代表者が出席し、家庭児童相談室にお

ける活動状況や支援例の報告、その他各種支援事

業の報告を行い、協議会の活動が円滑に進むよう

協力を依頼しています。 

  また、月１回開催される実務者会議は、児童相

談所、警察、保健所、市の関係各課の実務担当者

が出席し、協議会登録児童のケースについて定期

的に情報共有し、進行管理を行っています。 

  さらに、週１開催の個別ケース会議は、個々の

ケースに関わる機関などが出席し、支援のための

情報共有や役割分担を行っております。こども家

庭課が調整機関となり、学校、教育委員会、保育

施設、医療機関、児童相談所、警察など多岐にわ

たる関係機関が連携し、情報共有を行いながら、

児童の保護と福祉の向上に努めております。 

  次に、障がいのあるお子さんの連携についてで

すが、障がいのあるお子さんについては、障がい

児通所支援事業として、児童発達支援や放課後等

デイサービス、保育所等訪問支援を利用している

場合、保護者の同意を得て、事業所が保育施設や

学校と情報共有を行うほか、障がいの特性に応じ
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た支援の在り方を協議しております。これらのサ

ービスを利用する際には、支援計画を作成する障

がい児相談支援事業所が関わり、コーディネータ

ー役として必要時に連絡・調整などの連携を行っ

ています。 

  また、本市で児童発達支援センターとして位置

づけている市立ひまわり学園では、専門職の配置

によって幅広い高度な専門性に基づく発達支援、

家族支援を行っており、保育施設や学校及び放課

後児童クラブなどに対して、具体的な支援方法の

助言を行うほか、家族に対しては障がいの理解に

向けたサポートなどの連携を図っています。 

  次に、（３）子供のために保護者・地域住民・

学校・関係機関等が役割を持ち連携することが必

要ではないかについてですが、（２）で述べたよ

うに、様々な機関がそれぞれの役割と責任を持っ

て相互に信頼関係を築きながら、子供の健やかな

成長を見守っている現状にあります。 

  保護者が子育てについての第一義的責任を有す

るとされていますが、家庭環境も大きく変化して

います。複雑化、希薄化する社会の中で、生きづ

らさを抱える子供たちに寄り添い、またその保護

者の支えになれるよう、関係各機関は連携して対

応していかなければならないと考えています。そ

れぞれの果たすべき役割を認識し、今後も引き続

き連携を強化し、子供のための支援体制を充実さ

せていきたいと考えています。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、２の（１）と（２）

についてお答えいたします。 

  初めに、（１）現在のふるさと納税の状況につ

いてですが、今年11月末現在のふるさと納税応援

寄附金受付額は約６億7,300万円、寄附受付件数

は約２万5,000件となっています。 

  寄附の今後の見込みにつきましては、１年間の

うち一番多く寄附が集まります12月におきまし

て、約９億円から10億円の寄附、来年１月から３

月までの期間で約３億円の寄附獲得を目指し、寄

附目標額20億円を目指していきたいと考えてお

ります。 

  次に、寄附額の増額に向けた戦略及び取組につ

いてでありますが、これまで知見・経験・デザイ

ン力を生かした情報発信、寄附者との継続的な接

点の構築、そして効果的な広報・プロモーショ

ン・広告の展開、この３つの視点を中心に取組を

行ってきたところです。 

  まず、１つ目の知見・経験・デザイン力を生か

した情報発信でありますが、返礼品の写真や特徴、

生産者のこだわりや思いを寄附者に伝えられる

よう返礼品のよさを最大限に引き出すページデ

ザインの展開、検索時に本市返礼品が上位表示と

なるように検索エンジンの最適化を図るＳＥＯ

対策や、特集ページの開設などによるサイト内で

の集客、さらには同じ返礼品でも種類別や数量別

など返礼品を探しやすく、選びやすくする寄附者

のニーズに対応した取組を実施してきました。 

  ２つ目の寄附者との継続的な接点の構築ですが、

寄附者の多くが寄附をする際にレビュー、評価コ

メントを参考にしていることから、レビュー募集

やレビュー返信による人けづくりや返礼品到着

後の確認、御意見をいただくフォローメールの配

信、さらには返礼品提供事業者の姿や思いを盛り

込んだ冊子の発行や配布などの取組を実施して

きたところです。 

  ３つ目の効果的な広報・プロモーション・広告

の展開ですが、ウェブサイトから寄附に至った数

を示す転換率や、広告に対してどの程度の寄附が

得られたのかを示すＲＯＡＳ値を基に、戦略的な

検索連動型広告の運用を実施してきたほか、全国

のコンビニエンスストアや書店で取り扱われて

いるふるさと納税関連書籍での周知、東京都世田

谷区や横浜市などの首都圏での新聞広告折り込

みやマンションでのデジタルサイネージを活用

した広告キャンペーン、インターネット検索サイ
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トでのウェブ広告の配信、主要ポータル利用者約

200万人に対するメールマガジンの配信など、

様々な取組を実施してきたところです。 

  さらには、12月以降の展開として、これまでの

広告展開に加えまして、新しく開設したふるさと

納税公式ＳＮＳ、ＬＩＮＥを活用した情報発信の

ほか、主要ポータルサイトごとに知名度や利用者

層といった特徴を捉えた返礼品展開や広告展開

を行い、寄附額獲得に向けて重層的に取り組んで

いるところです。 

  また、今年８月からふるさと納税事務支援業務

を専門事業者へ委託したことにより、ポータルサ

イトのページ内容が磨き上げられ、見やすくなっ

たことで、サイトへのアクセス数が増えており、

それにより寄附額が増えているといった好循環

を生み出しております。 

  さらには、実績や知識を生かした効果的な広告

展開の提案や、事業者負担による独自の広告プロ

モーションを実施していただいているところで

す。 

  次に、ふるさと納税のブランディングに関しま

しては、返礼品の品質はもちろんのこと、見せ方

や情報発信も大事でありますので、納税事務支援

事業者と連携しながらブランド力を高める取組

を進めているところです。 

  加えまして、本市のブランド戦略事業であるＴ

ＥＡＭ ＮＥＸＴ ＹＯＮＥＺＡＷＡに登録さ

れている返礼品事業者も多くございますので、全

国の数ある自治体から本市を応援したいと思っ

ていただける共感や支持を獲得できるよう、庁内

の関係部署とも連携しながら、さらなるブランド

力向上に努めてまいります。 

  次に、（３）米沢は歴史や名産に恵まれている

が、戦略的に絞る必要もあるのではないかについ

てお答えします。 

  本市のふるさと納税の返礼品は、米沢の大自然

が育む味わい、生産やものづくりに関わる人の技、

情熱が合わさり、交じり合ったあかしとして生み

出された米沢自慢の逸品などをふるさと納税返

礼品として御用意し、全国へ届けております。 

  今年度の寄附上位返礼品といたしましては、申

込件数で見ますとお米が最も多く、全体の約３割

を占め、次いで米沢牛関係が２割、果物、フルー

ツが約１割となっている状況です。 

  議員御指摘のとおり、米沢といえばといったと

ころに絞ったＰＲとして品目を絞った展開は重

要な視点の一つであります。 

  本市には、日本を代表するブランド牛の一つで

ある米沢牛や高品質なお米、さらには日本のパソ

コン市場を牽引するパソコンブランドの製造工

場が立地するなど全国に名が知られる産品の生

産地でありますが、ふるさと納税の寄附への入り

口となるきっかけや露出がまだまだ少ない状況

であります。 

  そのため、今年度は戦略的に米沢牛、お米、パ

ソコンを前面にＰＲを行い、それをきっかけに他

の返礼品にも興味、関心を持っていただき、そこ

から米沢市との接点や生産者との接点を構築し

てきたところです。 

  本市としましては、まずブランド力と知名度の

ある米沢牛やパソコンに加え、現在人気のあるお

米を中心にＰＲ広告を展開するとともに、他の返

礼品の魅力の磨き上げを行ってまいります。 

  さらに、寄附額を増やすためには、返礼品事業

者の開拓や新たな返礼品開発が不可欠でありま

すので、引き続きその開拓や開発を進めながら、

寄附額の増額を目指してまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、２の小項目２、

ブランド戦略事業についてお答えいたします。 

  本年４月から企画調整部内に魅力推進課が新設

され、米沢ブランド戦略事業のほか、シティプロ

モーション事業や広報広聴事業、国際交流事業な

どを担当しております。 
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  米沢ブランド戦略につきましては、「挑戦と創

造のあかし米沢品質」のブランドスローガンの下、

市民が一体となり、産品やサービス、観光、文化、

行政など様々な領域で米沢品質向上の運動を起

こすことで、米沢全体を高付加価値化し、まちの

活性化と関係人口の拡大を目指す事業でありま

す。 

  米沢の産品を売るための販売戦略としての一面

もありますが、それにとどまらず市全体が米沢品

質向上を目指す市民運動としての性格が強いも

のであると捉えております。 

  また、魅力推進課で新たに取り組んでいるシテ

ィプロモーション事業につきましては、主に各課

の情報発信をサポートし、市全体の発信力強化を

図ることを目的としており、現在、関係人口の創

出などの視点で選ばれるまちを目指して、本市が

進むべき方向性のほか、デジタルマーケティング

を中心にする効果的な情報発信手法等をまとめ

たシティプロモーション戦略の策定に関係課と

連携して取り組んでおります。 

  両事業ともに、ふるさと納税と連携した取組は

重要であると考えておりますので、米沢品質ＡＷ

ＡＲＤに選出された事業者をはじめ、ＴＥＡＭ 

ＮＥＸＴ ＹＯＮＥＺＡＷＡに参画されている

事業者の皆様に対して、産品やサービスをふるさ

と納税の返礼品として活用することを働きかけ

るとともに、ふるさと納税のプロモーションにも

積極的に連携してまいります。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） まず、御答弁ありがと

うございます。 

  こども条例について、まずはお伺いしていきた

いと思います。 

  この間、中学生にお話を聞きましたら、市長が

中学校に出向き、講演をされたという話を聞いて

おりますが、そちらどんな話があったのか、どん

な御意見をいただいたのか、よければお話しいた

だいてもよろしいですか。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 ありがとうございます。議員御指

摘のとおり11月22日午後１時から１時間程度、市

立第一中学校で講演をする機会をいただきまし

た。ＰＴＡの方々からのお声がけ、研修会という

形式でありましたけれども、体育館で全校生徒を

対象にお話をさせてもらいました。 

  演題は、学問のすすめならぬ失敗のすすめとい

うテーマで、最初は米沢市長として、市役所はど

んなことをしているのかという御紹介をした後、

私の体験談、失敗談をお話しさせていただいて、

そこから得たものは何だったかということを約

40分弱ぐらいお話しさせていただき、質問コーナ

ーでは、びっくりしたのですが、かなり手が挙が

りまして、20人ぐらいからいろんな御質問をいた

だきました。休みはどれぐらいあるのかとか、う

れしかったことは何かとか、どうやったら市長に

なれるのだとか、スピーチのコツはどうしたらい

いのだとか、そういったものから、遊ぶところが

ないのでぜひつくってほしいといった御意見と

か、市営体育館が暑いという話だとか、市の中学

校の体育館には冷房装置はいつつくのだといっ

たような御意見、御要望もいただきました。米沢

に何が一番足りないと思いますかという、なかな

か本質を突いた御質問もあったのであります。 

  こういう生の御意見を聞くというのは、大変大

事なことだと思っております。受けるこちらのほ

うも鍛えられるわけでありまして、議会のほうで

は出前市議会をやられているという話を聞いて

おります。大変すばらしい取組かなと思うわけで

ありますけれども、私も教育委員会と相談して、

できれば今度、出前市長室でも、車座集会でも、

何でも結構ですけれども、教育委員会の御賛同を

いただきながら今後展開できればと思っており

ます。 

  なかなか政治というか、行政のほうは、投票権

のない方の意見を聞かないわけではないけれど
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も軽んずる傾向があるので、それはよろしくない

と思いますので、ぜひ投票権のあるなしにかかわ

らず、米沢の尊重すべき意見でありますし、特に

未来を考える総合計画などを考える際には非常

に重要だという感想を持って終えたところであ

ります。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 市長からの今の感想を

私も大変うれしく思います。 

  我々市議会議員も、先ほどおっしゃっていただ

いた中学校出前市議会に行かせていただきまし

て、様々、中学生からもお声をいただきました。 

  それで、市長の中のお話でもありましたけれど

も、やはり今の子供たち、ショッピングモールに

は行くけれども、行く場所がないという話もあり

ました。例えばこういった問題に関しては、長期

的な問題ではなく、すぐ対応できるようなものも

あるのではないかと思っております。 

  今、米沢市では子供の居場所、そういったもの

については何かお考えはございますか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 子供の居場所として、そ

の目的で設置している、あるいはその居場所にな

り得る施設として、公共施設の中で教育委員会が

所管する施設で代表的なものを挙げさせていた

だきたいと思いますが、一つは市立米沢図書館、

それから児童会館があると思っています。それぞ

れ年間を通してお子さんたちが参加できるイベ

ントの開催でありましたり、学習室、それから遊

び場等を設置しておりますので、子供たちが様々

な活動の中で社会性や自主性、それから創造性を

育みながら主体的な自己開発の実現に資するこ

とができるように、今後も文教施設として引き続

き提供していきたいと思っています。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） ありがとうございます。 

  ナセＢＡや児童会館でも様々ワークショップ等

をやっているのは存じ上げております。 

  ただ、今の小学生は真面目ですので、送り迎え

がない限り、学区外に行くことはなかなかしない

のです。中学生も同じように、宿題や、例えばゲ

ームを持ち寄って遊ぶような場所がないという

話がありました。 

  これに関しては、例えばコミセンは、高齢者の

方が４時まで使う、４時から６時までは子供の時

間、６時以降は仕事を持っていらっしゃるような

世代の方、そういった形で使い方、また使う時間

を決めさせていただくと、余計なお金がかからな

いというか、新しい建物を建てなくても、御近所

の方が自分の学区内のコミセンに行って、子供た

ちが宿題をしたり、ゲームをしたり、遊んだりと

いうことが可能なのかなと思っております。 

  これは例えば、地域の大人との関わり方につい

ても必要なことかと思っております。たくさん地

域の方々が、例えば雪の中で歩いている子供たち

や、夏の暑い中を歩いている子供たち、大変だな

と思っても、声をかけても不審者だと思われる可

能性があるということで、どのように声をかけて

いいか分からないという大人たちもいるように

聞いております。 

  そんな中で、例えば４時から６時まで子供たち

が遊んでいるときにボランティアを募って、子供

たちのお世話をしていただくような方々を募る。

そういったことで地域の大人の顔が見える、そう

いったことも必要なのではないかなと思ってお

りますので、これは御提案としてさせていただき

たいと思います。 

  市長からもお話ありました。市長の「母になる

なら米沢市」、これで子育て政策が大分進んでい

るのではないかと思いますけれども、先ほど意見

があったように、子供たちに向けた未来への投資、

または今のようなすぐできるもの、子供たちの満

足度を上げるようなもの、そういったものが必要

かと思いますけれども、市長、今のお考え何かあ

れば教えていただいてよろしいですか。 

○相田克平議長 近藤市長。 
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○近藤洋介市長 今突然聞かれたので、大変いっぱ

いあっててんこ盛りなものですから、少し整理を

して、限られた時間なので、お話をしなければい

けないと思いますけれども、御指摘のとおり、長

いスパンで考えるものと、あとはすぐ改善できる

もの、それぞれあると思います。なので、いずれ

にしてもやはり生の声を聞くということは非常

に重要なので、できる限りそういう声にも、もち

ろん学校の先生方は触れていらっしゃるでしょ

うけれども、行政の側がきちんと聞いていく機会

を、どうやって吸い上げるかということは心を砕

かなければいけないかなと思っています。 

  先ほど、コミセンを利用するといったお話、非

常にいい考えだと思って拝聴いたしました。そう

いったことを含めて、できること、長い目で考え

ることを整理して、まずはちゃんとした情報をき

ちんと集めることが非常に重要だと思ったとこ

ろであります。少しまとまらない話で恐縮ですが。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） ありがとうございます。 

  子供たちもやはりいろいろ考えているものがあ

るわけです。小学生でも、中学生でも、高校生で

も。米沢愛というものが、特に小学生とかは強い

のかなと思っているわけですけれども、そういっ

た子供たちが、なかなか子育て支援とか、子供の

ための支援というのが、自分たちの身になってい

るということがあんまり感じられていない、また

は米沢市の情報が子供たちにとって難しい情報

であるとなかなか入っていかないということが

あるのではないかと思っています。 

  このこども条例が必要だと思うのは、やはりそ

ういった子供の声を聞くことも重要ではありま

すけれども、子供たちが米沢の状況を知りながら、

子供たちがこれから大人になっていく上で、米沢

に何が貢献できるのかというものを考える一翼

を担えるのではないかと思っております。 

  先日の出前市議会のときに、中学生の子供から、

子育て支援は何があるのですかとお話をいただ

きました。４名の議員で参りましたので、議員の

ほうから様々支援についてお話をさせていただ

いた上で、私から、例えば今、小児科が少ないお

話、あとは大学に行く際に奨学金があるお話、給

食費無償化のお話、いっぱいさせていただいた中

で、逆に投げかけをさせていただきました。今、

小児科が足りません。奨学金がもらえます。小児

科の診療所を建てたならば1,000万円の給付がも

らえます。この中で、どなたか勉強をしっかり頑

張っていただいて、医学部に行っていただいて、

10年後、15年後、米沢に小児科医として帰ってき

てもらえませんかというお話をさせていただき

ました。こういった米沢市からのお願い、提案も

必要なのではないかと思います。 

  今の提案、今の施策、そういったものももちろ

ん必要かと思いますけれども、子供たち、例えば

中学生は13歳、15歳ですと、10年たつと23歳、25

歳になるわけです。そういった中で、子供にもし

っかりと今の状況を知っていただいて、自分は何

ができるかという相互関係、そういったものも必

要だと思っております。 

  また、今、米沢市地域医療を守り育てる条例（案）

というのが、現在パブリック・コメントの募集が

行われております。考え方としては、こういった

ものと同じものではないかと思っております。米

沢市に住む地域の方々が、地域で子供を育てる。

今、子供を育てている方も、永遠に子育てが続く

わけではございませんので、子育てが終わった方

も、また米沢の子供たちのために貢献していただ

く、そういったことが必要なのではないかなと思

っております。 

  米沢市こども条例をつくる意味合いといたしま

しては、理念を共有すること、先ほど市長からも

おっしゃっていただきましたけれども、理念だけ

ではなく、やはり連携をすること、それからおの

おのが役割を持つこと、そういったことにつなが

るのではないかなと思っております。 

  先ほども申し上げましたけれども、先ほどの中
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学校出前市議会の中学生は、10年後、23歳、25歳

になるわけです。米沢のよさや課題、未来を共有

していただいて、大人になっても帰ってきていた

だく、そのような形のためにも、米沢市こども条

例が必要ではないかなと思います。 

  今の問題に直結している我々、未来に向けて、

米沢市として、子供たち、若者たちが住み、帰っ

てきて住み続けられるようなまちづくり、これが

今必要ではないかなと思っておりますので、子供

たちの声を聞きながら連携できるこの条例につ

いて、検討を続けていただければと思います。 

  続きまして、大項目の２に移らせていただきた

いと思います。 

  先ほど産業部長から御答弁がありました。今が

６億7,300万円ほど、12月で９億円から10億円の

目標で、１月から３月に向けて３億円、これで合

計20億円となっております。 

  ちなみに去年の12月のふるさと納税の寄附額は

５億円でございます。去年に比べて倍になってい

るかと思いますが、これは確実にクリアしていく

ということでよろしかったでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 取組を強化しておりますので、

しっかりと残りの期間、頑張っていきたいと思っ

ております。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 市長にお伺いいたしま

す。 

  毎度、頑張りますという御答弁をいただくわけ

ですけれども、これは決して目標額ではなくて、

予算額になっておりますので、必ず達成していた

だきたい、そのように思うわけですけれども、必

ず達成していただきたい、必ず達成する、または

達成しない場合どのような責任を市長として取

られるか、お考えがあればお教えください。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 こちらも御通告がない質問なので、

まとまって話せるかどうかでありますが、確かに

予算額でございます。ただ、やはり競争の非常に

激しい分野でありますから、先ほど申し上げたよ

うに、今までなかなか成果が上がらなかったふる

さと納税について、専門の部署を設けて特化して

やっていただくということで、新しい部署を設け、

また外部の知恵もということで、プロポーザルで

最も点数の高かった業者さんに、こちらも実績の

ある業者さんでありますからお願いをして、二人

三脚で取り組んでもらったと、こういうことであ

ります。 

  世の中そんなに甘いものではありませんし、ビ

ジネスの世界ですから大変厳しい状況の中にあ

ったり、予想できない事態も発生するわけであり

ますが、現時点では精いっぱい目標に向けて努力

をするということに尽きるのかなと思っており

ます。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 市長がおっしゃったと

おり、今できることを精いっぱいまずやることが

必要ではないかなと思っているわけですけれど

も、例えば米沢市のホームページを見てみますと、

一切ふるさと納税に移るバナーであったり、リン

クがないわけです。売上げを伸ばしていらっしゃ

る南魚沼市さんだと、南魚沼市のホームページに

なりますけれども、すぐにふるさと納税に飛ぶリ

ンク、バナーが貼られているわけです。ホームペ

ージに掲載しないというのはどうしてなのか、教

えていただいてよろしいですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 ホームページの構成上、トッ

プページには掲載しておりませんけれども、組織

別ページからは入っていけるようになっており

ます。トップページの検索欄がありますので、そ

ちらのほうから入っていくという形になります。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 先ほどからお伺いをし

ていまして、中に入ればやっているということが

あまりにも多過ぎるのではないかなと思ってお
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ります。 

  先ほど、戦略についても、デザインであったり、

寄附者との接点であったり、折り込み、書籍とい

うお話もありましたけれども、今、南魚沼市のお

話もさせていただきましたが、10月、11月に視察

に行った際、羽田空港を使いました。その際に、

南魚沼市のお米が写ったシンプルなポスターが、

どーんと一面、貼ってありました。決してふるさ

と納税とは書いておりません。お米のポスターに

南魚沼市と書かれただけのポスターが、羽田空港

に貼られておりました。反対側には、都城市の真

っ黒いポスターでお肉が焼いてある、こちらもふ

るさと納税とは一切書いておりませんけれども、

都城市と書かれたポスターがずらっと並んでお

りました。私は、こういうことがマーケティング

ではないかなと思います。 

  羽田空港を使う世代の方、羽田空港を使うよう

な方々、こういった方々に刷り込みをするような、

ああふるさと納税の時期だな、お肉が食べたいな、

または、お米せっかく取るなら南魚沼から取ろう

かな、そういったわざわざ入っていかなくても目

につくこと、こういったものもプロモーションか

と思いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 その事例についても承知して

おりました。 

  ふるさと納税の事業につきましては、一定程度

のＰＲの経費が認められておりますけれども、そ

ういうものに抵触しないのかとか、いろいろ全国

の事例を調べてまいりました。確かに、ふるさと

納税という形で明記はしておりませんので、その

経費には入っていない、新たなＰＲの仕方だなと

思いましたので、そういう部分も必要だと思って

おります。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 先ほど、一番最初の質

問でも、絞ったらどうだということに関連してい

るわけです。米沢牛なのか、お米なのか、そうい

ったことは考えていかないといけませんけれど、

シティプロモーションの中に、同じ素材を使って

いて、これを見たら米沢だというものが分かるの

であれば、わざわざ商工課のふるさと納税推進室

の予算でなくても、米沢市として全て絡めてふる

さと納税、推していけるのではないかと思います

が、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 市全体としてふるさと納

税に取り組むことが必要だと思いますので、そう

いったシティプロモーション戦略の一環として

も、ふるさと納税につながるような、潜在的に意

識づけするようなこともやっていきたいと思い

ます。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 先ほど、ホームページ

の話もしましたけれども、この質問を考える際、

米沢市のふるさと納税特設サイトを見ました。そ

の際に、11月20日前後だったかと思いますけれど

も、お礼不要、寄附金額1,000円というもののみ、

１件のみの掲載でございました。先週見たら、ま

た商品がたくさん並んでいるわけですけれども、

この11月の末、誰かが検索するかもしれないこの

ふるさと納税特設サイトに１件しか載っていな

いということ、こちらは御存じだったのでしょう

か、確認させていただいてよろしいですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 市のホームページにつきまし

ては、多少切替えの部分がありまして、十分でき

ていないところがありました。こちら直接やって

おりますので、なかなかこちらのほうまで手が回

らなかったというのが実情です。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 手が回らないというよ

りは、時期を押さえてやることをやる、最低限の

ことをやって20億円に挑戦する、挑戦するという

か、必ず取りに行かなければいけない、そういっ

た姿勢がまだまだ足りないのではないかと思う
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のですけれども、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 大事な御指摘ですので、その

ように受け止めさせていただきます。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 市長からの説明で、先

ほど体制のことで、地場産業、これを売り出して

いくのだということで、商工課ということでござ

いました。 

  私、ふるさと納税というのは、観光ともとても

密接なのではないかなと思っているわけです。例

えば、米沢に来ていただいた方、米沢に関心を寄

せていただいた方、どのようにふるさと納税と接

点を持っていただくか。例えば観光客について、

ふるさと納税で何かやっていらっしゃることは

ございますか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 観光客につきましては、今年

度からの新たな取組としまして、アナログな方法

になりますけれども、せんだって作りましたリー

フレットを各所に置いたり、あるいは観光客の方

が気軽に寄附をしていただけるような観光施設

であります道の駅米沢などに、そういうものを寄

附していただけるような仕組みを構築したとこ

ろです。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） まずは、米沢に来てい

ただいた方、きっと御満足度が高い方が多いので

あろうと思います。そういう方々にもっと積極的

に米沢市のふるさと納税を進めていかなければ

いけないのではないかと思います。 

  あと例えば、先日、横浜の日吉において、ミニ

上杉まつりが開催されたと聞いております。米沢

をアピールするために絶好の機会だと思います

けれども、こういった場所でもふるさと納税の御

案内というのはされていたのでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 本市の観光情報のほかに、ふ

るさと納税の情報についても御提供させていた

だいております。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） そういった資料を提供

する際に、そういう方々が、支援につながったと

分かるような何かツールとかはお使いなのでし

ょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 直接、リーフレットなどを使

ったものについては分かりませんけれども、レビ

ューなどで御投稿いただきますと、そういう部分

については把握しておりますので、それに対する

お返しのコメントなども御用意させていただい

ております。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 米沢市は、さっきの日

吉ではなくても様々なイベント、移住のイベント

であったりとか、様々県外に行かれることも多い

かと思いますけれども、そういったところでも同

じくふるさと納税を勧めてらっしゃるというこ

とでよろしいですか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 様々なイベント、できるだけ

承知しておりますけれども、そのＰＲするにふさ

わしいものにつきましてはさせていただいてお

ります。 

  あと、企業誘致の際にもそういうリーフレット

を携えまして、御案内をさせていただいておりま

す。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） そういった一つ一つの

ことが重要になってくるのだと思います。 

  例えば、旅館なんかでも声をかけていただいて

お渡しいただくであるとか、例えばふるさと納税

で出ているお米が旅館で使われているとか、そう

いった一見関係ないというか、商工課ではないよ

うなところということではなくて、米沢市全体と

して、もっとふるさと納税につなげていくのだと
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いうことを、当局の各課だけではなくて、米沢市

の企業の方々、観光に携わる方々、様々声をかけ

ながらやっていただきたいと思うのですけれど

も、今やっていらっしゃるのでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 これも一例になりますけれど

も、例えば山形大学工学部のＯＢ会であります米

沢工業会さんを通して、卒業生の皆様に資料をお

送りさせていただくような、そういうアプローチ

もしているところです。 

  あらゆる場面を捉えて、できるだけ露出を増や

して、多くの方にお気づきいただくような形で取

組を進めてまいりたいと思っております。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 産業部長から、様々や

っているというお話でありました。 

  私、知人、友人、様々市外の方から聞くと、こ

んなにポテンシャルの高い米沢、もっとふるさと

納税を伸ばせるだろうというお話があります。市

長からも、50億円を目指すというお話があります。

ふるさと納税がいつまで続くか分かりませんけ

れども、あるうちはやはり取りに行くべきだと私

も強く思っております。 

  回答の中になかったのですけれども、この50億

円の積み上げの中で、どの商品だと50億円が目指

せるのか。例えば、米沢牛に限っては、頭数が限

られているわけです。20億円、50億円と伸ばして

いくうちに、どれをどのぐらい伸ばしていくのか

というお話は先ほどなかったかと思いますが、併

せてそのあたり教えていただいてよろしいです

か。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 大変失礼いたしました。 

  現在では、やはり主力返礼品であります米沢牛

肉に加えまして、やはり今はお米だと思っており

ます。そういうものに加えて、あとは、特に力を

入れていきたいと思っていますのがパソコンで

あります。パソコンにつきましても新しい機種を

いろいろお聞きしまして、それも12月からアップ

をさせていただいておりますので、そういう部分

に力を入れていきたいと思っております。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） パソコンについてです

が、個別に買われるパソコンが多いのか、例えば

企業で入替えのときに一斉に入れていただく、そ

のようなこともできるかと思いますが、そのあた

りいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 パソコンにつきましては様々

な、例えばスマートフォンの普及などによっても

違いますけれども、やはりシステムの入替え、Ｏ

Ｓの入替えなど、そういうときには、これまでの

経験からいいまして、返礼品として採用していた

だいてきた経緯はございます。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） 今の質問と重なります

が、それを企業版というか、企業に売り込みとい

うのはいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 そちらにつきましても、並行

しておりますので、併せて加えて申し上げますと、

企業版ふるさと納税についても一緒に御案内を

させていただいている、その２つの取組を進めて

います。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） お米についてでござい

ます。米沢市は、ＪＡ山形おきたまといって、置

賜全域のお米が一緒になっているというお話も

お伺いするわけですけれども、商工課でもっと切

り崩しにかかるというか、お声がけ、強めにいか

ないといけないのではないかと思いますが、その

あたりいかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 ＪＡ山形おきたまのお話につ

きましては、さきの農林業振興議員連盟様との懇

談会の席でも話題になりました。確かに、以前か
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ら返礼品の協力のお願いをしておりましたけれ

ども、ＪＡ山形おきたま様につきましては独自の

販売ルートがあるということで、ＪＡに集荷され

ましたお米につきましては、本市のみならず置賜

３市５町において返礼品の対応とすることが難

しいという御事情もありました。 

  しかしながら、ぜひ米沢市だけでなくほかの自

治体の皆様ともお話をしながら、そういう話題に

出す会議も今設定しておりますので、そういう部

分でどのような対応ができるか考えていきたい

と思っております。 

○相田克平議長 植松美穂議員。 

○１１番（植松美穂議員） ぜひ連携をしていただ

いて、広域のふるさと納税等々されている場所も

あるとお伺いしておりますので、ぜひ伸ばすため

に動いていただきたいと思います。 

  最後に、20億円必ず到達していただきたいと思

うのですが、ふるさと納税について市長から、最

後に見解をお願いしたいと思います。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 いろいろと御提案をありがとうご

ざいました。やはり今できることを全力でやると

いうことがまず大事だと思っております。 

  ただ、なかなかそう世の中簡単でないのも十分

承知しております。他市の例で恐縮ですけれども、

函館市なども非常にふるさと納税が低いと。大泉

市長が就任されて、かなり力を入れているけれど

も、なかなか数字が伸びていないなんていう話も

聞いております。 

  南魚沼市の林市長、実は姉妹都市でありますか

ら、私も何度もお会いしていろんな話を聞きなが

ら、やはりそのことを勉強し、彼らも既に米だけ

でたしか30億円ぐらいやっているのではないか

と思います。 

  米は、寒河江市も天童市も、かなり力を伸ばし

ていると。やはり東北、米どころはやはり米が中

心だと思いますので、そういったことをＪＡさん

の御理解をぜひいただきたいということで、置賜

各地で連携してお願いに上がりたいと思ってい

ます。 

  精いっぱい頑張りますので、いろいろ御提案、

引き続きお願いいたします。 

○相田克平議長 以上で11番植松美穂議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

  午後 ０時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

  午後 １時１０分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、廃校の利活用について外１点、12番古山

悠生議員。 

  〔１２番古山悠生議員登壇〕（拍手） 

○１２番（古山悠生議員） 至誠会の古山です。 

  長く暑かった夏も過ぎ、紅葉を楽しむ間もない

ほどあっという間に秋も過ぎ去り、本格的な冬を

迎えました。 

  私の住む六郷町では、毎年冬の恒例の行事の一

つとして教育懇談会が行われます。この教育懇談

会は、子供と保護者だけではなく、地域の人も参

加し、六郷の教育やまちづくりについて話し合う

というものですが、途中、新型コロナの影響によ

り中断することもあったものの、今回で63回目と

なります。 

  今年は12月14日に開催されますが、今回のテー

マは、六郷小が閉校した後の地域の在り方につい

て話し合う六郷の未来についてと、親子でメディ

アの上手な使い方やネットリテラシーについて

考える、親子で考えるメディアとの付き合い方の

２つに設定しました。 

  今回の一般質問は、この教育懇談会に先立ち、

本市の考え方や方向性についてお伺いしようと

いうものですが、この２つのテーマは六郷だけで
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はなく、本市全体にとっても共通の課題であると

考えます。ぜひ今回のこの質問が米沢市の未来に

つながることを期待して、質問に入ります。 

  それでは、大項目１、廃校の利活用についてお

伺いいたします。 

  本市では、米沢市立学校適正規模・適正配置等

基本計画に基づき統廃合が進められていますが、

これにより使用しない学校施設、廃校が生じるこ

とになります。廃校となれば、米沢市公共施設廃

止後の施設利活用の考え方に基づき、米沢市、地

域、民間事業者の順に利活用の検討を進め、利活

用が見込めなければ解体という方針が示されて

います。 

  平成30年度に閉校した南原中学校は、芸術創作

活動施設として活用され、今年度閉校になる米沢

市立第五中学校は市の文書等の保管庫として活

用されることが示されています。また、令和７年

度に閉校が予定されている米沢市立第六中学校

については、校舎を改修し、広幡、六郷、塩井小

の新統合小学校として活用される計画となって

います。 

  一方、小学校については、三沢東部小学校が地

域の住民を中心として組織化された法人の活動

拠点施設として活用されることになっています

が、それ以外の閉校になった小学校の利活用方法

についてはいまだ示されていません。 

  そこで、最初の質問です。これまで廃校の利活

用についてどのように進めてきたのか。特に、利

活用されていない関、関根、三沢西部小学校につ

いては、現在どのような検討がなされているのか

お知らせください。 

  さらに、市の事業として廃校を利活用する場合

の判断基準や考慮すべき点があるのかどうか、本

市の考えをお伺いいたします。 

  次に、大項目２、ネットリテラシー教育につい

てお伺いいたします。 

  今やパソコンやスマホは私たちの生活に欠かせ

ず、インターネットやＳＮＳが普及し、遊びや趣

味だけではなく、仕事や学習にも活用され、我々

の生活を便利に豊かにしてくれました。私もこの

原稿を書くに当たって、インターネットで検索し、

参考資料を探しました。また、日々の議員活動に

ついてもホームページやＳＮＳなどで発信する

など、私にとってもなくてはならないものになっ

ています。 

  インターネットやＳＮＳの進化や普及は、社会

の構造を変え、いつでもどこでも世界中に発信し、

つながることができるようになりました。 

  一方で、技術が進化すれば悪用する人間が登場

するのも、ある意味必然の流れであり、面識のな

い者同士がインターネットやＳＮＳ上でつなが

り、犯罪に加担してしまう闇バイトやトクリュウ

など新たな犯罪の形を生み出しました。 

  また、最近では、2019年４月に起きた池袋暴走

事故の被害者家族に対し、ＳＮＳ上で誹謗中傷を

繰り返した女子中学生が書類送検されるといっ

た事件も発生し、誰もがいつでも加害者にも被害

者にもなり得る危うさを改めて感じました。 

  さらに、先日行われたアメリカ大統領選挙や、

兵庫県知事選挙では、インターネットやＳＮＳの

投稿や情報が投票行動にも大きな影響を与えた

と言われています。 

  大人であっても、何が正しい情報なのか見極め

るのが難しい中で、知識や経験が乏しい子供たち

にとって、ネットリテラシーを持つことは、これ

からの社会を生き抜く上で必要不可欠なものに

なっています。 

  ネットリテラシーとは、インターネット上の情

報を正しく理解、判断、運用し、使いこなす能力

のことを言いますが、インターネットの世界には

あらゆる情報があふれており、その情報の真偽や

善悪は受け手側が見極めなければなりません。信

頼できる情報はどう探せばいいのか、入手した情

報はどう使えばいいのか、また自ら発信した情報

が誰かを傷つけたりしないか。知識だけではなく、

道徳心、想像力も必要となります。 
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  現在、小中学校では、１人１台端末を使った学

習となり、様々な活用がされていますが、タブレ

ットやスマホは道具であり、インターネットやＳ

ＮＳは我々の生活を支える手段です。その道具や

手段に操られることがないように、幼少期からネ

ットリテラシー教育について取り組んでいくこ

とが重要であると考えますが、本市の小中学校で

はどのように取り組んでいるのか、お伺いいたし

ます。 

  また、今の子供たちにとっては、生まれたとき

からパソコンやスマホが身近にあり、小学生でも

所持していることも珍しいことではありません。

私たちの子供の頃は固定電話で連絡を取り合っ

ていましたが、今では直接友達同士でやり取りす

ることができます。また、ＬＩＮＥやインスタグ

ラムなどのＳＮＳも使いこなし、友達と連絡を取

り合うだけではなく、知らない人ともいつの間に

かつながっているなど、私たち親が知らない間に

交遊関係を広げている場合もあります。 

  さらには、テレビゲームは私が子供の頃にもあ

りましたが、１人で遊ぶか友達やきょうだいと家

でするものでした。しかし、今ではどこでも遊ぶ

ことができ、離れている友達同士でもオンライン

で遊ぶことができます。また、チャット機能など

を使えば会話をしながら遊ぶこともでき、時には

知らない人と遊ぶこともできます。 

  一方で、直接顔を合わせずオンラインで連絡を

取り合うために、擦れ違いや誤解から思わぬトラ

ブルも生んでいるようです。知らない間に自分の

写真が投稿されていた、ＬＩＮＥのグループ内で

悪口を言われるなど、いじめや犯罪にもつながる

ような事例もお聞きします。 

  そこでお伺いいたしますが、本市教育委員会で

は、小中学生のスマホの所有率を把握しているの

か、またインターネットやＳＮＳに関わるいじめ

などのトラブルが発生していないのか、お伺いい

たします。 

  私からの演壇からの質問は以上です。御答弁よ

ろしくお願いいたします。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

  〔神保朋之総務部長登壇〕 

○神保朋之総務部長 それでは、私から、１、廃校

の利活用についてのうち、まず（１）活用方法が

決まっていない廃校の検討状況はについて御説

明いたします。 

  廃校施設の状況につきましては、平成30年度末

に米沢市立南原中学校が廃校、令和２年度末に米

沢市立関小学校及び米沢市立関根小学校が廃校、

また令和４年度末には米沢市立三沢東部小学校

及び米沢市立三沢西部小学校が廃校となりまし

た。さらには、今年度末に米沢市立第五中学校が

廃校となる予定でございます。 

  そのうち、旧南原中学校の施設につきましては、

芸術文化施設及び埋蔵文化財の収蔵庫等として

利用し、旧三沢東部小学校は地元の方々で組織す

る一般社団法人米沢みさわ学校と今年度に貸付

契約を結び、校舎施設を地域活動の拠点として利

用を行ってもらっているものです。 

  また、昨年度には、旧関小学校について、民間

利用の可能性を把握するためのサウンディング

型市場調査を行い、２事業者からの提案があった

ものでございます。 

  関小学校、三沢西部小学校などまだ利用の決ま

っていない小学校につきましては、現在具体的な

ものは決まっておりませんけれども、貸付けを前

提とした鑑定をこれから行う予定でおります。 

  これら民間による施設利用のための課題を解決

し、具体的な民間利用を行うことができるように

鋭意進めてまいりたいと考えてございます。 

  第五中学校につきましては、校舎部分を文書保

管庫として利用する予定でございます。 

  その他の施設におきましても、先行している施

設の状況を踏まえて、利活用に向けた取組を進め

てまいります。 

  また、これらの施設は旧学校利用施設という管

理におきまして、体育館やグラウンドを一般に貸
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付けを行い、さらには災害発生時の避難所として

活用を図るものでございます。 

  次に、（２）市で活用する場合の判断基準は何

かについてお答えいたします。 

  廃校施設につきましては、先ほど議員もおっし

ゃいました令和２年度に定めた米沢市公共施設

廃止後の施設利活用の考え方によりまして、本市

事業による利活用、次に地域団体等による公益目

的での利活用、次に民間事業者等による営利目的

での利活用、最後に施設の解体及び土地の処分の

順に検討を進めていくとしておるところでござ

います。 

  このうち本市事業による利活用の留意点として

は、施設の使用ができる期間については避難所の

機能を維持すること、事業の必要性と財政負担を

検討するものとしているところでございます。 

  また、議員お述べのとおり、米沢市立第三中学

校など、廃校となる施設が増加する予定であり、

廃校の利活用につきましては重要な項目となる

ものでありますが、施設ごとの状況、課題や社会

情勢などによりまして、各段階で検討する期間や

内容について画一的に進めることは難しい状況

であると考えてございます。 

  利活用の検討におきまして、本市事業による利

活用がないとしたものは、利活用の順番のとおり、

地域団体等による公益目的での利活用や民間事

業者等による営利目的での利活用へと検討を進

めてまいるものでございます。 

  施設ごとの課題解決や社会情勢の変化への対応

等により、適切な利活用につながるよう取り組ん

でまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 佐藤教育長。 

  〔佐藤 哲教育長登壇〕 

○佐藤 哲教育長 私からは、大項目２、ネットリ

テラシー教育についてお答えします。 

  まず、ネットリテラシー教育をどのように行っ

ているのかについてお答えします。 

  本市では、１人１台端末を活用することで、学

びの個別最適化を図り、子供たちの資質・能力の

育成を目指しています。 

  近年、ＧＩＧＡ端末は、個々が必要なときに手

に取ることができる学習用具として重要な役割

を果たしています。この取組により、インターネ

ットを活用した調べ学習や、プレゼンテーション

アプリを用いた共同編集、デジタルドリルの活用、

さらには端末の持ち帰りによる家庭学習が進め

られています。これにより、学習の広がりと深ま

りが実現されており、子供たちの情報を収集し、

表現し発信する能力が向上しております。 

  しかし、その一方で、正しい情報の取扱いや、

インターネット上の危険から身を守るための情

報モラル教育がますます重要になっています。 

  本市における情報モラル教育は、善悪を正しく

判断できる道徳心と、危険を回避できる実践力の

育成を目指しています。そのために、教育研究所

の情報教育研究員会から、情報活用能力育成のた

めの学習内容一覧を発行し、各学校に配付してお

ります。 

  この一覧には、児童生徒の発達段階に応じた活

用スキルや探求スキル、プログラミング教育、情

報モラルが記載されており、系統的な指導が可能

となっております。また、保護者にも情報モラル

を理解していただくために、タブレット利用の約

束やインターネット利用の注意点をお知らせし

ております。 

  さらに、専門的な知識を有するＩＣＴ支援員を

配置し、児童生徒の学習や教員の授業づくりをサ

ポートしております。 

  教育委員会としても、情報リテラシーの育成を

図り、人権尊重の意識を高めることは大切にして

いかなければいけないと考えております。日進月

歩の情報社会への対応を心がけており、今後とも

情報モラル教育の推進と充実に努めてまいりま

す。 

  次に、小中学生の間でインターネットやＳＮＳ
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に関するトラブルが発生していないかについて

お答えします。 

  本市の小中学生のスマートフォンの所有率につ

いては、調査結果によれば、小学生が約44％、中

学生が88％となっております。ただし、中には保

護者のスマートフォンを使用している児童生徒

も含まれております。 

  また、インターネットやＳＮＳに関連したいじ

めなどのトラブルについても把握しており、パソ

コンや携帯電話等で誹謗中傷や嫌なことをされ

るという事案は年々若干の増加傾向にあります。

これはネット上で行われているため、発見が難し

いという課題もあるところです。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 御答弁ありがとうござ

いました。それでは、自席から再質問していきた

いと思います。 

  まず、廃校の利活用についてお伺いしたいと思

いますが、現在、中学校の閉校後の施設について

は、先ほど御答弁もありましたが、南原中学校は

既に芸術文化施設として利用され、五中について

は市の文書の保管場所として、そしてまた六中に

ついては新しい統合小学校の校舎として利活用

することが予定されています。五中、六中に関し

ては、本定例会にそうした関連議案が提出され、

本市事業に関連して利活用されることが示され

ています。 

  中学校については、１地域に１校ある小学校と

違って複数の地域にまたがっていたり、あるいは

小学校と比べて校舎や敷地が大きいということ

があって、地域であったり、それから民間事業者

が活用するにはハードルが高いのではないかと

思います。そう考えると、中学校の利活用に関し

ては、市の事業として優先的に進めていただきた

いと思いますが、その点について本市の考えをお

聞きしたいのと、やはり南原中、五中、六中とく

れば、では次の三中はどうなるのだと市民の方が

思うのは当然の感情だと思いますので、三中に関

しては現時点でどのような考え方、方向性を持っ

ていらっしゃるのか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 議員お述べのとおり、中学校

施設、こちらは小学校施設に比べ規模が大きい、

また小学校の付近にはコミュニティセンターが

ある地区が多く、小学校をコミセンを中心に地域

活動の場として利用することも多いのでござい

ますが、中学校においてはその部分が少ない、弱

いかなとは感じているところでございます。これ

らのことから、中学校施設の利活用については、

確かに小学校施設と異なる部分があるものと認

識しているところでございます。 

  今年度末に廃校予定の第五中学校につきまして

は、廃校後の利用として、文書保管庫のほかに、

一中の部活動を支援する、また一般貸出しによる

グラウンド及び体育館等の利用、スクールバスの

発着所、災害時の避難場所、選挙における投票会

場など、複合的な利用ということで考えていると

ころでございます。 

  今後廃止が予定されている第三中学校におきま

しては、特に具体的な利用については引き続きの

検討が必要という状況でありますけれども、こう

いった五中と同じような複合的な使い方という

ことで考えていかなければならないのかなとは

思料しているところでございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひよろしくお願いい

たします。 

  もう１点お伺いしますが、令和３年度に関小学

校が閉校になりましたが、関小学校に関しては市

のサウンディング調査が行われているというこ

とで、一定程度の方向性、動きについては分かり

ました。 

  一方で、関根小学校については、これまであま

り進展がないように感じています。中に入るわけ

にいきませんので、外から見る分にはグラウンド
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の草も伸びて荒れているような状況であります。

中の状態としては、やはり建物ですので、人が活

用しないとだんだん老朽化や劣化が進んでいく

のではないかと思いますが、現在、関根小学校の

現状はどのようになっているのか。 

  そして、もう１点お伺いしたいのが、その管理

方法、例えば月に１回ぐらいは風通しをしている

のだとか、そういった管理を行っているのかどう

か、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 学校として利用している期間

につきましては、もちろん毎日、子供たちの出入

り、また毎日の清掃などにより施設の維持管理が

なされていたところでございます。 

  廃校後につきましては、旧学校利用施設として

の位置づけで施設の管理を行っているところで

ございます。 

  また、施設の貸出し等の手続を各コミュニティ

センターで行っていることから、主管課といいま

すかコミュニティセンターでの管理ということ

になりますけれども、具体的にはアリーナやトイ

レは月２回程度の清掃、グラウンドは年２回から

３回の除草剤の散布などのほか、巡回点検を月２

回行って、随時不具合等には対応しているところ

でございます。管理の内容や回数については施設

の状況等により対応を少し変えてはいるところ

です。 

  以上です。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 廃止された公共施設の

利活用については、これまでも何度も答弁いただ

いておりますが、米沢市、それから地域、民間事

業者の順で検討していくというお話でしたが、こ

の期間については、それぞれ例えば米沢市で検討

する期間は半年とか、１年とか、そういった期間

というものは取決めになっているものなのかど

うか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 そちらの検討期間についてで

ございますが、施設の状況や市の業務としての例

えばいろんなニーズですとか、そういった状況に

よりまして、利活用の検討の進め方は異なってい

るのが現状でございます。なので、検討の期間に

ついて統一した設定は行ってはおりません。 

  ただ、早期に施設利活用の検討を進める必要が

あると認識してございますので、廃校の前に、例

えば市の利活用の検討、施設の課題の整理を行い、

その後、地元利用の検討を行っているところでは

ございます。特に、一番影響の大きい施設の経年

劣化なども踏まえて、適正な施設の利活用の検討

を行っていきたいと考えているところです。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 今、総務部長のほうか

らも経年劣化というお言葉がありましたけれど

も、やはり使用しない期間が長く続けば、その分

校舎が老朽化していく。そしてまた、今度地域で

活用しましょうといった場合に、小学校が閉校し

た後に改めてその地域の人たちが集まって何か

をしようと考えるのは、ハードルが高いのではな

いかなと思います。 

  ですので、できるだけ早く、米沢市で活用しな

ければ地域、地域で活用しなければ民間事業者と、

どんどんステップを踏んでいくようなスピード

感が必要だと思います。特に、地域で活用する場

合においては、小学校が閉校する前の段階から地

域に投げかけられるような、そういったスピード

感で取り組んでいただきたいと思いますが、その

点についてお伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 これまでも、これ以前に廃校

した施設についてそのような検討を進めてきた

中で、やはりもう少し早く地域のほうの意見を聞

いてほしかったとかという意見はこちらのほう

にも届いているところでございます。その辺の反

省といいますか、やり方を含めまして、できるだ

け早くしたいとは考えてございます。 
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  ただ、繰り返しですけれども、やはりそれぞれ

の施設の経年劣化など、本当にお貸しできる状況

かなども確認した上でということになりますの

で、そこについてもなるべく早くという言い方に

はなってしまいますが、進められるようにしてい

きたいと考えてございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） その点もぜひよろしく

お願いいたします。 

  もう１点、お伺いしますが、旧三沢東部小学校、

これが来年度から地区の住民の方が中心となっ

て組織された一般社団法人米沢みさわ学校が校

舎を無償で借り受け、様々な活動を行うとお聞き

しております。 

  今回、一般社団法人という形で組織されました

が、これは廃校を利活用する上で必要な条件であ

ったのか、その理由であったり、その経緯につい

て御説明いただきたいと思います。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 旧三沢東部小学校のこの取組

のいきさつでございますが、昨年度から日本に滞

在する小中高生を対象とした国際キャンプを地

元で実施しておりまして、その取組を地域として

継続的に実施したいという意向を受けまして、貸

付けをする範囲、貸付けの契約の相手方等につい

て地元と協議を行ったところでございます。 

  貸付けの相手方については、任意の団体という

ことでは貸付契約を締結できないため、地縁団体

等の法的な位置づけがある団体とするように、こ

ちらから依頼したものでございます。ただ、一般

社団法人でなければとか、そういったことはこち

らからは申してはいないところでございます。 

  その協議の結果、貸付範囲については、地元側

が施設の維持管理が可能と判断した範囲である

校舎部分とし、また地元側が一般社団法人を立ち

上げたということを受けて、貸付契約の相手方と

したという流れでございます。 

  なお、貸付料については、地域の活性化、国際

相互理解の推進、青少年の健全育成など、公益性

の高い事業を行うものとしまして、こちらとして

も無償とさせていただいたところはございます。 

  議員お述べのとおり、旧三沢東部小学校の取組

につきましては、地域が主体となって事業を行う

ものとして、先進的なものであると考えていると

ころです。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 旧三沢東部小学校の場

合は、もともとの国際キャンプという母体があっ

て、そこに地域の方が集まったということで、あ

る意味条件がそろっていたという状況があった

と思いますが、やはり今回のこの事例というのは、

廃校の地域の方が利活用する上での先進事例、そ

れから好事例にもなると思いますので、ぜひこれ

をこれから廃校になる地域に水平展開していた

だくように情報提供していただきたいと思いま

すが、その点についてどのようにお考えか、お伺

いしたいと思います。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 議員お述べのとおり、地域が

主体となって事業を行ってきたという意味では

先進的なものであると感じてございます。 

  こちらについての水平展開については、我々の

ほうでも期待するところでございますし、もしそ

の情報提供ということであれば積極的にしてま

いりたいと思ってございます。 

  現在、廃校後の利活用の検討が必要な施設がご

ざいますけれども、学校施設の地域環境、廃校施

設で地域の環境も異なりますので、その地域に合

った取組が必要と思われますので、個別というこ

とになりますが、対応を検討してまいりたいと思

います。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） その地域で活用を考え

る場合に、廃校の利活用ということを前提に考え

るのではなくて、まず地域が、小学校がなくなっ

た後にどういった地域になっていきたいのか、ど
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ういった地域ならば暮らしやすいのか、どういっ

たことを次の世代に残していきたいのかという

ことをみんなで考えて共有する、そういった機会

が必要なのではないかと思います。 

  そしてまた、こういった地域で活動しようとな

った場合に、アイデアは出るのだけれども、実際

にそれを誰がやるのだということで、人材の確保

であったり、それから育成が課題になってくるの

だろうと思います。 

  そうした場合に、市として１から10まで全部サ

ポートしてくださいというのは難しいかもしれ

ませんが、せめてこの入り口の部分、そのきっか

けづくりといった部分はぜひサポートしていた

だきたいと思うわけですけれども、その点につい

てどのようにお考えか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 議員お述べのとおり、ま

ずは地域の皆様が廃校施設をどのようにしてい

きたいのかということを考える、話し合うという

ことが非常に重要だと私も思っております。 

  コミュニティ推進課では、住民主体の地域づく

りを推進するため、地域住民が集まり、地域の課

題を我が事として考えて捉えて話し合い、方向性

について合意を図っていく際の支援を行ってお

ります。御相談いただければ、各部署と連携しな

がら、話合いに必要な情報提供や講師の派遣など

をはじめとして、具体的に活用できる支援制度、

そういったものの情報提供なども行ってまいり

たいと考えております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 現在、少子化に伴って、

日本全国で毎年廃校が増え続けていますが、その

うちの約７割が利活用されているということで

した。 

  本市では、令和元年度以降、今年度閉校になる

五中を含めて６校が廃校ということになります

が、そのうち３校が市の事業や地域の事業で活用

されていますので、この数が多いか少ないかとい

うのは一概に言えないと思いますが、やはりこれ

からどんどん閉校が続いていくという現状、それ

から、やはり今あまり利活用が進んでいないとい

う現状を考えると、市民としては非常に不安を感

じるところでありますので、ぜひ先ほど申し上げ

たとおりスピード感を持って、そして廃校の利活

用が進むようなサポートをぜひお願いしたいと

思います。 

  続いて、ネットリテラシー教育についてお伺い

したいと思います。 

  まず、前段として、スマホの所持についてお伺

いしたいのですが、昨年度、三中生の熱中症の事

故があって、何かあったときの緊急の連絡手段と

してスマホを持たせたいといった保護者の声も

あったかと思いますが、現在スマホの所持につい

ては、小中学校で認めているのか、認めていない

のか、そのあたりの取扱いについてお伺いしたい

と思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 スマートフォンの学校へ

の持込みについてお答えいたします。 

  米沢市では、小中学校における携帯電話の取扱

いに関する基本方針を定めております。学校への

児童生徒のスマートフォン等携帯電話の持込み

については、携帯は各学校における教育活動に直

接必要のないものであるというふうなことから、

原則持込禁止としてございます。 

  ただ、議員が今お述べのように、登下校中など

携帯電話を緊急の連絡手段とせざるを得ない場

合、その他やむを得ない事情がある場合は、保護

者から校長に対し持込みの許可を申請して、認め

られた場合には持ち込むことができるというこ

とになってございます。 

  ただ、その際には校内での使用は禁止とし、ト

ラブルに関しては保護者の責任において対処す

ることをお願いしているところでございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 基本的には持込みが禁
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止されているということで、インターネットやＳ

ＮＳに関わるトラブルというのは、基本的には学

校外で起きているのだと思います。 

  一方で、現場の先生方にお聞きしますと、やは

り今インターネットやＳＮＳに関わるトラブル

というのはやはり増えていて、ＬＩＮＥのやり取

りや、あるいはオンラインでゲームをしている最

中に、相手の顔が見えないためについつい言葉遣

いが荒くなってしまったり、それから自分ではそ

ういったつもりではなく言葉を発したのにもか

かわらず、相手が違うふうに取ってしまったりと、

そういったトラブルが起きているというお話を

お聞きしております。そういったトラブルについ

ては、教育委員会でも、あるということは把握し

ているのだと思いますが、完全に把握するという

のは難しいと思います。 

  そこで、お聞きしたいのですけれども、こうし

た事態を教育委員会として今、どの程度の危機感

といいますか、深刻度を持って捉えていらっしゃ

るのか、少し意地の悪い言い方をすると、それは

もう学校外、家庭で起きていることだから、それ

はそちらで対処してくださいよというスタンス

なのかどうか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 まず、ＳＮＳの書き込み

やゲームでの悪口がトラブルになっているかど

うかというところについてお答えいたしますけ

れども、まずＳＮＳの書き込み、ゲームでの悪口

によるトラブルが発生しているということは、学

校でも、教育委員会としても、把握しているとこ

ろでございます。子供たちの人間関係につきまし

ては、やはり各学校のほうで、トラブル解消とい

うことで対応しているところでございます。 

  また、実際に会ったことがない人と連絡や情報

交換をしている児童生徒が増えているというこ

とについては、調査の中で、若干ですけれども増

加傾向にあると捉えており、その点については教

育委員会としても危機感を持っているところで

ございます。 

  まず、現在、学校のほうでＧＩＧＡ端末を子供

たちに預けて様々使っているわけですけれども、

そのトラブルを未然に防ぐために、不適切なウェ

ブページへのアクセスを防ぐフィルタリングシ

ステムを導入しております。このフィルタリング

には、ＳＮＳをブロックする設定、端末を持ち帰

った後も、家庭で使う場合も、その設定が利いて

いるという状態でありますので、そこについては

対応しているというところでございます。 

  ただ、今、議員がお述べのように、学校以外の

端末使用について、様々なネットにつながる機器

がございます。通常のスマートフォン、タブレッ

ト、ゲーム機器、コンピューターを利用してのオ

ンラインゲーム等様々ありまして、そういったと

ころについては、やはりなかなか学校、教育委員

会としても把握することが難しいと考えており

ます。 

  ですので、学校での情報モラル教育だけでなく

て、各家庭での約束事ですとか、保護者の理解を

いただきまして、各家庭でも御指導いただく、そ

ういったことが必要と思っています。 

  ですので、各校ではＳＮＳ利用についての保護

者への注意喚起ですとか、保護者向けの講演会を

設けたりする取組が行われておりますし、先ほど

議員お述べのように、六郷地区でそのようなテー

マにした懇談会が行われるということを大変こ

ちらとしてもありがたいと考えているところで

ございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） やはり家庭との連携と

いうのが大事だと思いますし、もう１点、私は何

かあったときの相談できる体制というものがや

はり必要だと思います。 

  今や中学生だけではなく、小学生も所持してい

ることが珍しくない。また、小中学校では１人１

台端末があるということで、スマホを持っていな

くても、いつでもインターネットに接続できるよ
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うな状況にあるということで、ネットを介したト

ラブル、それからいじめなんていうものは、なか

なか先生も完全に見つけることは難しいと思い

ます。 

  そしてまた、そういったことが起きたときに、

先生や親にも相談しづらい、そういったときに相

談できるような体制は整っているのかどうか、そ

してまた、そういったネットやＳＮＳに関わるト

ラブルの相談というものは増加傾向にあるのか

どうか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 いじめ、トラブル発生時

の相談体制、未然防止の対策等についてお答えい

たします。 

  いじめやトラブル発生時の相談体制については、

保護者ですとか、学校の先生など信頼できる大人

に相談すること、相談できるようにすることを第

一にしてございます。 

  しかし、議員お述べのとおり、家庭や学校だけ

では対応できない場合もあると認識しておりま

すし、警察ですとか、専門機関と連携した体制を

整えているところでございます。 

  また、ＳＮＳのいじめやトラブルに限らず、近

しい人に相談することが難しい場合、直接相談す

ることが苦手な児童生徒もいるということもご

ざいますので、本市教育委員会では、端末を用い

た「ひとりじゃないよ」という悩み相談フォーム

による相談支援システムを運用しております。 

  多くの大人が子供たちの安全を見守る体制づく

りを今後も研究していきたいと考えております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひその点についても

よろしくお願いいたします。 

  少し話はそれますが、つい先日、市内の下校途

中の小学生の様子が中国人の男性によって無断

で撮影され、ＳＮＳに投稿されたという事案がご

ざいました。このことについては、教育委員会に

も様々な問合せ等があって、対応に御苦労された

かと思います。 

  ただ一方で、この事案から、やはりいつでもど

こでも無防備な状態を世界中にさらされる危険

性があるということを改めて感じました。 

  また、いじめやトラブルに巻き込まれて追い詰

められたときに、子供たちがネガティブな投稿で

あったり、それからネガティブなワードを検索し

たりということもあって、知らず知らずのうちに

自らＳＯＳのサインを発している場合がありま

す。 

  先ほど、教育指導部長のほうからフィルタリン

グというお話もありましたが、そうしたリスクを

早めに感知することが、やはりこれはますます重

要になってくるのだろうと思いますが、そのこと

について現実的には難しいのかもしれませんが、

ネットパトロールをするなど、そういった一歩踏

み込んだ対応も必要になってくるのではないか

と思いますが、その点についてどのようにお考え

か、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 お答えいたします。 

  教育委員会では、日常的にインターネット上の

情報についてパトロールを行っているところで

ございます。ただ、当然ながら、人的な限度、制

限もございますので、なかなか全ての状況を把握

するには至っていないところでございます。 

  ただ、本市として業務委託をお願いしておりま

す情報教育サポート事業等でお願いしている、そ

の業者の方にも見ていただいたり、あと直接的に

は米沢市教育委員会としてつながりがあるわけ

ではありませんけれども、県警ですとか、県の教

育委員会のほうでも、同様にネットパトロールを

実施しているという情報については共有してい

るところでございます。 

  また、先ほどのフィルタリングのところで、子

供たちがネガティブなワードについて検索をし

たことについては、こちらのほうにも情報として

入ってきますので、その点につきましては学校と
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様々情報共有をしながら対応を進めてきている

ところでございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひその点についても

よろしくお願いいたします。 

  私にも小学５年生の娘がいまして、スマホを持

たせています。今はユーチューブで動画を見たり、

あるいは家族間でＬＩＮＥのやり取りをしたり

という程度しか使っていませんが、一応有害なサ

イトを閲覧できないようにフィルタリングをか

けています。 

  ただ、そのフィルタリングや、時間などに制限

をかけても、やはり子供の知識や情報のほうが上

回ってしまって、それをすり抜けてしまうという

場合もございます。そしてまた、あまり制限をし

過ぎると、本来インターネットやＳＮＳが持って

いる利便性であったり、それから可能性を、それ

すらも制限してしまうことになってしまうので

はないかと思っています。 

  そしてまた、ＳＮＳに対してどのように付き合

ったらいいのかということを、親の私たちもどう

やって伝えていいのか、そういったところで迷う

ところもあります。 

  そして今は、大人自体もスマホ依存といいます

か、スマホがないと生活できないような状況にな

っていて、私もよくスマホを見ていて妻に見過ぎ

だと怒られるところがあって、厳しい指導を常に

受けているわけですが、そうしたこともあって、

親、保護者に対しても、そういった様々な情報提

供、先ほど、教育指導部長からお話もありました

けれども、もう少し丁寧な充実した説明等があれ

ばいいのかなと思いますが、どのようにお考えか、

お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 全市全ての児童生徒の保

護者の皆様に、全ての情報をお送りし、お伝えし、

理解をしていただくということはなかなか難し

いと考えます。 

  ですので、子供たちが端末を使う際には、本市

教育委員会として定めているインターネットの

利用の仕方ですとか、危険性についてこういった

ことがありますので、ぜひこちらのことを保護者

の皆様にも御理解いただいて御指導いただきた

いというお願いをしているわけですけれども、実

際にはなかなかそれが難しい状況にはあると思

います。 

  ですので、丁寧な情報提供ですとか、説明とい

うのは必要なことだと思うのですけれども、やは

り先ほどのような機会をできるだけ持って、学校

単位で保護者、あと学校の教員、あと場合によっ

ては子供たちが一緒になって学ぶような、そうい

う場というものを設定していくということが実

は一番の近道なのではないかと考えているとこ

ろです。議員がお求めの答弁になっているかどう

かですけれども、そのように考えてございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） インターネットやＳＮ

Ｓといったものは、私たちが子供の頃になかった

ものですので、私もどう接していいのかというの

は分からないのですが、今の教育指導部長の御答

弁をお聞きして、やはり私たちも子供たちと一緒

に勉強して成長していかなければならないので

はないかと思ったところでした。 

  もう１人、私は息子がいまして、小学校１年生

になります。小学校１年生の息子が、私たちも知

らないような情報であったり、知識を持っている

ときがあります。その知識がいいほうに進めばい

いのですが、やはりその情報が本当に正しい情報

なのかどうか判断する基本的な知識であったり、

道徳心を持たないまま、そういった知識を得てい

るのではないかと感じるときがあります。例えて

言うならば、車の免許を取るときに、学科試験も

合格していないのに急に高速道路を運転してい

る、そのような状況ではないかなと思います。 

  そしてまた、今インターネットに関わる犯罪が

だんだん低年齢化しているという現状を考える
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と、できるだけ小さいうちからネットリテラシー

教育をしていくことが望ましいのではないかと

思います。 

  やはり先ほどありましたが、発達段階に応じて

という御答弁でしたけれども、やはり幼少期のネ

ットリテラシー教育の重要性というものについ

て、改めてお伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 先ほど教育長が答弁しま

したけれども、小学校のほうにも情報活用能力育

成のための学習内容一覧というものを、米沢市の

教育研究所の情報教育研究員会のほうでまとめ

たものをお出ししています。 

  実際に、情報モラル、情報リテラシーについて、

それに沿った形で学校では指導しているところ

ではあるのですけれども、ただ単純にその端末を

どう使うかということではなくて、このように言

ったら相手はどう感じるのかですとか、あと実際

に顔が見えない相手にとってそれがどう伝わる

のかですとか、様々な教科、国語ですとか、道徳、

体育の保健、中学校でいうと技術・家庭、社会科、

そういった様々な教科で身につけていく必要が

あるし、実際にそのような形でないと、なかなか

一度には身につかないものなのかなと考えてお

ります。 

  できるだけそういった系統的な学習指導を今後

も続けてまいりたいと考えているところでござ

います。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ありがとうございます。 

  最後の質問になります。大分時間が余ってしま

いましたが、一足早い私からのクリスマスプレゼ

ントだと思って、最後の質問をしたいと思います。 

  今後、情報化社会を生き抜くためには、やはり

ネットリテラシーというのが必要な能力である

と思います。ただ、それは親や先生が押しつける

のではなくて、やはり子供たち自身が、何が駄目

なのか、何がいいのか、そういったことを自分た

ちで考える能力を身につけることが必要だと思

います。 

  そこで、最後に教育長に、今後、米沢市として

ネットリテラシー教育にどのように取り組んで

いこうと考えていらっしゃるのか、お伺いしたい

と思います。 

○相田克平議長 佐藤教育長。 

○佐藤 哲教育長 今回議員お述べのとおり、ネッ

トリテラシーについては、教育委員会としても本

当に危機的な状況と捉えております。 

  これからの時代、情報化やグローバル化はさら

に進んで、今よりもさらに情報があふれる社会に

なるかなと思ったところです。そうした様々な情

報の中から、正確なもの、そして必要なものを見

極めて、それをしっかり生活に生かしていく、そ

ういう力が必要になると思っております。 

  実際には、その情報を活用するという技術的な

部分も必要でありますけれども、やはり今、議員

お述べのとおり、自分で考えてしっかりと判断す

る力、自分がやったことがどういうことになるの

かという想像力などは大変必要なものだと考え

ております。 

  そうした意味では、相手を尊重する人権意識だ

とか、社会で生きていく上で必要な規範意識だと

か、思いやりといったような力や心構えはますま

す必要になってくると思っております。 

  これからも学校では、新しい時代に対応する知

識や技能というものと併せて、道徳教育でありま

すとか、今まで大切にしてきました心の教育とい

うものを、なお一層力を入れて取り組んでいきた

いと考えています。 

○相田克平議長 以上で12番古山悠生議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

  午後 １時５８分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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  午後 ２時１０分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、プラスチックごみゼロ宣言後の対応等に

ついて外１点、18番我妻德雄議員。 

  〔１８番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○１８番（我妻德雄議員） 皆さん、こんにちは。

市民平和クラブの我妻德雄です。 

  早速、質問に入ります。 

  大項目の初めに、プラスチックごみ宣言後の対

応等について質問します。 

  今年も全国各地で大規模自然災害が発生しまし

た。地球が悲鳴を上げているようです。今、私た

ちが住む地球は、止まらない温暖化による気候変

動、種の絶滅による生物多様性の喪失、有害化学

物質などによる汚染と廃棄物の三重の危機に直

面していると言われています。この危機に対して、

私たちは何をすればよいのでしょうか。そして何

ができるのでしょうか。 

  今回は、その一考に、環境負荷の大きいプラス

チック問題を取り上げました。 

  安価で便利なプラスチック製品は、社会に欠か

せないものになっています。一方で、プラスチッ

クは、つくるためにも、処理のためにも、地球温

暖化の原因となる二酸化炭素を排出します。 

  特に、マイクロプラスチックは世界的に注目さ

れている社会問題の一つです。世界中から出る膨

大なプラスチックごみのうちの一部は海に流出

し、風雨や紫外線にさらされ劣化し、細かく砕け

た直径５ミリメートル以下の破片はマイクロプ

ラスチックと言われています。 

  プラスチックは、人工的につくられた化合物で

す。自然界に出ても容易に分解されません。マイ

クロプラスチックの問題が特に深刻なのが、海の

環境汚染です。マイクロプラスチックを生き物が

餌と間違えて食べ、消化されずに内臓を傷つけた

り、内臓の管を詰まらせたりして死んでしまう場

合などがあります。海洋生態系にとっても深刻な

問題となっています。 

  11月24日の毎日新聞によりますと、「人体から

プラスチックを検出したとする調査研究が今年、

日本を含めた各国から相次いで報告され、健康影

響に関心が高まっている。プラスチックが直接的

に健康被害をもたらすかは今のところ、明らかに

はなっていない。ただ、経済協力開発機構（ＯＥ

ＣＤ）は人体に影響を及ぼす可能性を指摘。特に、

プラスチックを加工しやすくしたり、劣化を防い

だりするために加えられる可塑剤や紫外線吸収

剤といった添加物は有害化学物質で、生殖系や免

疫系への悪影響が懸念されている」との報道がさ

れています。 

  日本は、１人当たりの使い捨てプラスチックの

廃棄量がアメリカに次いで２番目に多い国です。

プラスチックの分別や洗浄を徹底し、資源として

循環させる仕組みづくりが重要です。 

  さて、本市は2022年７月に、最上川の源流に位

置する本市においても無関係ではいられない重

要な問題として、プラスチックごみゼロを目指す

取組を市民、事業者、行政が一丸となって進める、

米沢市プラスチックごみゼロ宣言を行いました。 

  初めに、宣言後のプラスチックごみ、ペットボ

トルの回収量の推移について教えてください。 

  次に、宣言後の本市の対応等について伺います。 

  まず、市民や企業などに宣言のお知らせや宣伝

等はどのように行ったのでしょうか。 

  次に、宣言を受けて、プラスチックごみ削減に

向けての新たな事業などはどのように進めてい

るのでしょうか。また、宣言を行って、市民や企

業の意識の変化をどのように感じておられるで

しょうか、お尋ねします。 

  次に、プラスチックに係る資源循環の促進等に

関する法律の施行による本市の対応について伺

います。 

  2022年４月に、プラスチックに係る資源循環の

促進等に関する法律が施行されました。この法律
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は、プラスチック使用製品の設計からプラスチッ

ク使用製品廃棄物の処理まで、プラスチックのラ

イフサイクルに関わるあらゆる主体におけるプ

ラスチック資源循環の取組を促進するものです。 

  法律では、これまで燃えるごみ等として処理さ

れていたプラスチック製品についても、分別収集

及び再商品化を市町村の努力義務としています。

そして、容器包装リサイクルの仕組みを活用し、

容器包装以外のプラスチック製品を含めて、容器

包装リサイクル協会にリサイクルを委託するか、

リサイクル事業者と連携して再商品化計画を策

定し、国の認定を受けることで、市町村による選

別、梱包等を省略してリサイクルを実施すること

ができるとしています。 

  本市は、これまでプラスチック容器包装廃棄物

は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律、いわゆる容器包装リサイクル法

に基づき分別収集、再商品化が進められてきまし

たが、プラスチック容器包装廃棄物以外のプラス

チック製品廃棄物は、可燃性ごみや不燃性ごみな

どとして処理されています。 

  例えば、本市では荷締めなどに使うＰＰバンド

やクリアファイル、クリーニングの袋、レジャー

シートなどは、100％プラスチック製であっても

可燃性ごみとして処理しています。また、同じプ

ラスチック100％であっても、タッパーやプラス

チック製のコップ、食品容器、スプーンなどは不

燃性ごみ、燃えないごみとして処理されています。

そして、日常的に使う歯ブラシなどは、米沢市の

ごみの分別区分表に載っていません。また、資源

として回収するものであっても、汚れのあるもの

は可燃性ごみに回すことなど、なかなか難しいル

ールになっています。 

  環境省のプラスチック使用製品廃棄物の分別収

集の手引きによりますと、プラスチック製容器包

装とプラスチック製品をプラスチック資源とし

て一括して回収し、リサイクルすることも可能と

しています。 

  近くでは、仙台市が2023年４月より、プラスチ

ックごみの一括回収を始めました。仙台市の昨年

４月の統計ですが、プラスチック資源の量は１日

当たり52トンで、去年の同じ月よりも約17％増え

たということです。回収されたプラスチック資源

のうち、新たに対象となったプラスチック製品の

割合は7.4％で、ハンガーや収納用品、それにコ

ンビニなどで提供されるフォークやスプーンな

どが含まれていたとのことです。回収したプラス

チック資源は、市内のリサイクル施設で物流用の

パレット等へのリサイクルを行っているとのこ

とです。 

  昨年、会派で視察させていただいた愛知県豊明

市も、プラスチックごみを一括回収するようにし

た結果、回収率が大きく上がったとのことでした。 

  プラスチックを燃やすのではなく、回収しリサ

イクルをすれば、二酸化炭素の排出量も抑えるこ

とができます。環境負荷の低減、そして難しい分

別を強いている市民のサービス向上のためにも、

プラスチックごみの一括回収を進める必要があ

ると考えます。改めて、本市の見解をお聞かせく

ださい。 

  次に、プラスチックごみのさらなる削減に向け

た対応についてお伺いします。 

  プラスチックごみを削減するためには、できる

だけプラスチック製品の利用を控え、環境に優し

い製品に切り替えることや、容器が再利用できる

量り売りを使うなど、生活スタイルの変革が課題

と考えられます。 

  リデュース、リユース、リサイクルの３Ｒの取

組をさらに推進し、市民や事業者、行政が一体と

なり、プラスチックごみの減量に取り組むことが

重要と考えます。本市の見解をお聞かせください。 

  大項目の２点目に、子供の読書活動の推進につ

いて質問します。 

  少年は、とにかくじっとしているのは苦手で体

を動かすことが何よりも好きでした。自分で机に

向かうことはほとんどありませんでした。そんな
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少年を見かねてだったのでしょうか、当時の担任

の先生から、理科の勉強にもつながるからと、あ

るＳＦ小説を読むように勧められました。少年は

その本がよほど面白かったのでしょう。わくわく

しながら本を読み進めました。時間はかかりまし

たが完読することができました。そして、それを

きっかけに大の読書好きになりました。 

  読書は様々な効果があるとされています。歴史、

文学、経済、哲学、社会科学、政治など、様々な

ジャンルの本を読むことで知識量を大きく増や

すことができます。小説も、疑似体験の場であっ

たり、相手の心情を想像する力がついたり、表現

力が向上したりといった効果が期待できると考

えられます。そのほかにも、読書には語彙力が豊

かになることやコミュニケーション力が上がる

こと、文章力の向上、創造力アップ、ストレス発

散など、まさによいことずくめです。 

  文部科学省は、子供の読書活動について、読書

活動は子供が言葉を学び、感性を磨き、表現力を

高め、創造力を豊かなものにし、人生をより深く

生きる力を身につけていく上で欠くことのでき

ないものです。全ての子供があらゆる機会とあら

ゆる場所において、自主的に読書活動を行うこと

ができるよう、積極的にそのための環境の整備が

推進されなければなりませんとしています。 

  初めに、学校司書についてお伺いします。 

  学校図書館法では、学校に学校司書を置くよう

に努めなければならないとされています。国は、

学校司書の配置に交付税措置も含めて援助をし

ています。そして、厳しい財政状況の中でも学校

司書を配置する学校が増加しています。その必要

性が強く認識されていることがうかがえます。 

  本市の学校司書の配置と活動状況をお尋ねいた

します。本市も、2020年から市内全校を対象に２

名の学校司書を配置しています。配置によって、

児童生徒の読書活動はどのように変わったので

しょうか、お尋ねいたします。 

  市内全体で２名の学校司書の配置では、まだま

だ少ないのではないでしょうか。第３期米沢市子

ども読書活動推進計画（案）では、「学校図書館

を適切に管理・運営し、児童・生徒により良い読

書環境を提供できるよう、学校司書の配置を充実

させます」と記しています。どのように進めるお

考えなのでしょうか、お尋ねいたします。 

  また、同じく第３期米沢市子ども読書活動推進

計画（案）の第２期計画における取組の現状と課

題では、学校図書館職員体制の充実には「司書教

諭が配置されていますが、クラス担任や授業等の

通常業務を行っており、十分な図書業務を行うこ

とは難しいのが現状です」と記されています。司

書教諭の業務軽減のためにも、学校司書の拡充が

必要ではないでしょうか。本市の見解をお聞かせ

ください。 

  次に、デジタル社会に対応した読書環境の整備

について伺います。 

  令和５年３月の文部科学省の第五次「子どもの

読書活動の推進に関する基本的な計画」について

の通知では、「デジタル社会に対応した読書環境

の整備を進める際に当たっては、ＧＩＧＡスクー

ル構想等の推進やデジタル田園都市国家構想を

踏まえ、学校図書館や図書館のＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）を進めることが重要で

す。その際、学校図書館と図書館を連携すること

や、個々の発達段階や状況等に応じて、紙媒体や

電子媒体等を柔軟に選択すること等、積極的な取

組をお願いいたします」との通知が出されていま

す。本市の状況と対応を教えてください。 

  次に、子供の視点に立った読書活動の推進につ

いて伺います。 

  これも同じ文部科学省の通知で、「子どもの最

善の利益を実現する観点から、子どもの意見を年

齢や発達段階に応じて適切に政策に反映させて

いくことが求められています。そのため、子ども

の読書活動の推進に当たっても、子どもが主体的

に読書活動を行えるよう、アンケート等、様々な

方法で、子どもの視点に立った読書活動の推進を
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行うようお願いいたします」とされています。 

  本市は、計画策定に当たって、子供の意見聴取

等はどのように行ったのでしょうか。 

  最後に、不読率の現状とその対策について伺い

ます。 

  不読率とは、１か月に本を１冊も読まない子供

の割合を指します。不読率の低減のためには、全

ての児童生徒が本に接する機会を増やしていく

ことが大切だと考えられます。本市の小中学校の

現状と対策を教えてください。 

  以上で、演壇からの質問を終わります。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

  〔佐藤明彦市民環境部長登壇〕 

○佐藤明彦市民環境部長 私からは、１のプラスチ

ックごみゼロ宣言後の対応等についてお答えい

たします。 

  初めに、（１）の宣言後のプラスチックごみの

推移ですが、本市では、米沢市ごみ処理基本計画、

米沢市分別収集計画により、プラスチックごみは

プラスチック製容器包装、ペットボトルに分別し

て回収をしております。 

  このうちプラスチック容器包装は、令和３年度

が515.25トン、令和４年度が513.75トン、令和５

年度が479.64トンとなっております。また、ペッ

トボトルについては、令和３年度が156.82トン、

令和４年度が150.85トン、令和５年度が141.31ト

ンとなっております。 

  令和４年７月22日に行った米沢市プラスチック

ごみゼロ宣言を含む令和４年度と令和５年度を

比較すると、いずれも減少傾向にありますが、人

口減少に伴う排出量の減少など、その他の要因も

含まれると見られますので、今後も動向を注視し

ながら必要な対応を講じてまいりたいと考えて

おります。 

  次に、（２）の宣言後の対応はについてお答え

いたします。 

  初めに、市民や企業に向けた宣言のお知らせや

宣伝等の周知についてですが、米沢市プラスチッ

クごみゼロ宣言につきましては、広報よねざわや

ホームページへの掲載、衛生組合連合会を通じた

文書のほか、今年11月に開催しました環境フェス

2024などのイベントなどで周知を行っておりま

す。 

  また、同宣言は、プラスチックごみの抑制と同

じように、プラスチックごみの陸から海への流出

防止を重視していることから、地域の町内会や衛

生組合が実施されるクリーン作戦や、毎年７月に

実施する「きれいな川で住みよいふるさと運動」

などの際に、同活動がプラスチックごみの海洋流

出防止に寄与する米沢市プラスチックごみゼロ

宣言のアクションプランに位置づく活動である

ことなどの周知を行っております。 

  続いて、宣言後の新規事業ですが、この活動は

市民に先駆けて市役所からという意識の下で、職

員に対し、マイバッグ、マイボトル、マイ箸の活

用の推進や、庁内の会議等でのペットボトル飲料

の使用の見直しを行いました。その結果としまし

て、宣言前にはマイバッグ、マイボトル、マイ箸

を使用する職員は約41％であったのに対し、宣言

後は延べ113人が追加参加し、全体として約45％

の職員が取り組むようになったところでござい

ます。 

  また、庁内の会議等でのペットボトル飲料の使

用見直しでは、年間117回、1,245人分の削減とな

り、プラスチック約37.3キログラムの削減効果と

なりました。 

  市民も対象とする新規事業としましては、2022

年10月14日に、本市と山形県公立大学法人及びＨ

ＯＹＡ株式会社が３者協定を締結して行った使

用済みコンタクトレンズ空きケースを回収する

アイシティｅｃｏプロジェクトがあります。同プ

ロジェクトでは、市施設、市内小中学校、コミセ

ン、山形県公立大学法人など市内37か所に55個の

回収ボックスを設置しており、先月までの約１年

間で約22キログラムの使用済みコンタクトレン

ズ空きケースを回収しており、可燃性ごみとして
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排出された場合と比較し、約609キログラムの二

酸化炭素削減効果となります。 

  なお、同事業のほかにも、国内では、おくすり

シートのリサイクルなど、様々なプラスチック製

品を対象としたリサイクルプログラムなども推

進されていますので、今後も積極的な情報収集に

努めながら、効果の高い事業の導入を検討してい

きたいと考えております。 

  最後に、宣言を行っての市民意識の変化ですが、

市民を対象としたプラスチックごみゼロ宣言前

後の意識変化は直接把握しておりませんが、2023

年度に市職員に対する意識調査を、会計年度任用

職員を含む978人を対象に実施し、うち275人から

の回答結果では、プラスチックごみゼロ宣言前か

ら関心が高かったと回答した37％に加えまして、

新たに関心を持ったと回答した職員は51％増加

し、回答職員の88％がプラスチックごみに関心を

持つようになったところでございます。 

  本事業における市民の意識変化が重要な指標と

なることは認識しておりますので、ネットやＳＮ

Ｓなどの活用も含め、実施方法や時期については

引き続き検討していきたいと考えております。 

  次に、（３）のプラスチックに係る資源循環の

促進等に関する法律の施行による本市の対応は

についてお答えをいたします。 

  同法は、プラスチック廃棄物の排出抑制、再資

源化に資する環境設定、プラスチック廃棄物の分

別収集、自主回収、再資源化等を通して、資源循

環の高度化に向けた環境整備及びサーキュラー

エコノミーへの移行を目指すものであります。 

  それに対する本市の対応ですが、初めにプラス

チック廃棄物の排出抑制につきましては、プラス

チックごみ抑制の必要性とともに、取り組みやす

い対策として、マイバッグやマイボトルの推奨、

芋煮会などで使用されるプラスチック製容器か

らリターナブル容器への転換などを市のホーム

ページやＳＮＳ、衛生組合の回覧物などを通じ、

市民に発信しております。 

  次に、再資源化に資する環境設定やプラスチッ

ク廃棄物の分別収集等についてですが、米沢市を

含めました置賜３市５町は、千代田クリーンセン

ターリサイクルプラザの能力上、プラスチック容

器包装としており、今のところ製品プラスチック

としての回収は行っておりません。 

  本市を含みます置賜管内の自治体が回収したプ

ラスチック製容器包装、ペットボトルは、千代田

クリーンセンターリサイクルプラザで不適合物

を除くなどの中間処理を行った後に再資源化事

業者に引き渡しており、構成する３市５町の合意

が図られたため、千代田クリーンセンターリサイ

クルプラザでの製品プラスチック回収の実施に

向けた具体的な協議を本年度から始めておりま

す。 

  協議では、現在のプラスチック容器包装のコン

ベヤーを製品プラスチック対応にするための施

設改修に多額の費用がかかるため、千代田クリー

ンセンター焼却施設基幹的設備改良工事に合わ

せて国の循環型社会形成推進交付金の活用をす

ることが前提となることもあり、その時期は決定

しておりませんが、先進事例などを参考に、でき

るだけ速やかに実施できないか、構成市町と協議

していきたいと考えております。 

  最後に、（４）のプラスチックごみのさらなる

削減に向けた対応はについてお答えいたします。 

  前述の職員に対するアンケートの回答内容につ

いて分析をした結果、その結果を基にプラスチッ

クごみの削減を推進するため、適正な分別とその

必要性を知ってもらう、参加しやすい取組から提

案する、取組による効果の見える化や成果を実感

できる仕組みづくりの順に対応を進めてまいり

たいと考えております。 

  まず、適正な分別と必要性について知ってもら

うにつきましては、広報よねざわやＳＮＳによる

情報発信、各種イベントでの出展、市内小中学校

や地域の衛生組合などを対象とした出前講座な

どを活用していきたいと考えております。 
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  次に、参加しやすい取組から提案するにつきま

しては、最初に始めやすい取組として、使用済み

コンタクトレンズの空きケース回収事業を始め

たわけですが、前述したおくすりシートのリサイ

クルなど、全国の企業等がプラスチック削減プロ

グラムなどを始めておりますので、市民が始めや

すく、かつ効果が見える事業について、情報収集

に努めながら検討していきたいと思っておりま

す。 

  最後に、取組による効果の見える化や成果を実

感できる仕組みづくりでは、意識を持った市民が

モチベーションを維持する上では、古紙やペット

ボトルなどの店頭回収のように成果が返ってく

る、または見えるということが重要であると考え

ております。 

  まずは、市のホームページやＳＮＳなど定期的

に成果を周知していくことも考えられますが、市

内で店頭回収を実施している企業などとも連携

しながら、市民が成果を実感し、モチベーション

を保てるような手法を検討してまいりたいと考

えております。 

  また、今後は企業にも働きかけを行いながら連

携して、より一層の削減やリサイクルに向けた取

組を進めてまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 佐藤教育長。 

  〔佐藤 哲教育長登壇〕 

○佐藤 哲教育長 私からは、大項目２、子供の読

書活動の推進についてお答えします。 

  初めに、（１）学校司書についてお答えします。 

  本市では、令和２年度より２名の学校司書を配

置し、今年度は市内の全小中学校で活動していま

す。学校の学級数や学校が希望する時期、期間等

を考慮しながら配置計画を作成し、その計画に沿

った勤務によるもので、各学校においては年間４

週間から６週間ほどの配置となっております。 

  具体的な業務としては、図書館整備のための業

務、児童生徒が読書に親しむために直接関わる業

務、教員に対する助言となります。 

  学校司書の配置により、派遣前の１か月と比較

して、貸出冊数が小学校で857冊から1,077冊、中

学校で14冊から92冊に増えた学校があります。ま

た、標準冊数を大きく超えた蔵書が整理され、本

を手に取る児童生徒が増えたことや、図書室のレ

イアウト変更で居心地のよさが増し、読書への関

心や親しみが増す一助となっているとのうれし

い報告も聞かれます。 

  また、今年度は市立米沢図書館の司書を講師と

した学校司書研修を昨年度の２回から４回に増

やし、さらに学校司書の専門性を高め、子供たち

の本への興味関心を引き出すことができるよう

取り組んでおります。 

  学校司書の配置について、国において地方交付

税として措置されていることは教育委員会とし

ても十分に承知しておりますし、図書館の充実を

図る上で重要な施策であると考えております。 

  しかしながら、地方交付税は一般財源として措

置されており、その使途は特定されておりません。

このため、教育委員会としては、学校司書の増員

に向けた予算計上を行う際には、他の財政課題と

のバランスを考慮し、優先順位をつけて対応する

必要があります。 

  学校司書が担う役割は非常に重要であり、児童

生徒に対して読書活動を促進し、情報リテラシー

を育むための支援を行うことは、教育の質を向上

させるために非常に有効です。また、学校司書が

いることで学校図書館の利用が促進されるとと

もに、学校司書は教員との連携を通じて授業にお

ける情報活用能力の向上にも寄与することが期

待されます。 

  したがいまして、今後、各学校への配置期間や

回数を増やすとともに、学校司書と市立図書館、

地域のボランティアの方々との連携を進め、児童

生徒にとってよりよい読書環境を提供していけ

るように進めてまいります。 

  次に、（２）デジタル社会に対応した読書環境
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の整備についてお答えします。 

  電子書籍購入の費用面に加え、購入した書籍の

権利が期限付のものであることから、現在、学校

図書館並びに市立米沢図書館では電子媒体の書

籍の導入を行っておりません。 

  しかし、学校図書館とは別に、学習者用タブレ

ット端末から民間の出版社が提供している電子

書籍にアクセスできるようにしております。こち

らのページは、学校や家庭からも自由に利用でき、

複数の書籍を手軽に読むことができるもので、子

供たちのアクセス数も増えております。 

  また、第３期米沢市子ども読書活動推進計画

（案）の策定に当たり、委員からも、今後、電子

書籍について前向きに検討していくべきとの御

意見をいただきました。紙媒体、電子媒体の双方

の利点や多様性並びに社会情勢への柔軟な対応

を念頭に、多くの人々が本に親しむことができる

よう、今後も検討を重ねてまいります。 

  次に、２の（３）子供の視点に立った読書活動

の推進についてお答えします。 

  子ども読書活動推進計画の策定に当たっては、

子供を対象としたアンケート等は実施しており

ませんが、計画策定委員会は、小中学校の教諭や

幼稚園、保育園、読み聞かせ団体の代表のほか、

現在子育てをされている公募委員などで構成さ

れており、様々な立場や視点から、発達段階ごと

の子供たちの現状を踏まえた多様な意見を頂戴

し、第３期計画案に反映させたところです。 

  また、子供の意見は計画そのものに直接的には

反映されておりませんが、学校図書館や市立図書

館では、子供たちにとってより魅力的で利用しや

すい図書館を目指し、子供たちの意見を積極的に

取り入れて図書館運営に努めております。 

  学校図書館では、小中学校の図書委員が中心と

なって図書館の掲示物等を作成し、読書体験の発

信や共有を図ることで、図書館利用の促進を行っ

ております。 

  また、市立図書館では、読みたい本をリクエス

トできるサービスを実施しているほか、米沢チャ

レンジウィークやイベント、講座の際に、参加者

にアンケートを行い、図書の選書や事業企画など

に子供の意見を反映できる取組を行っていると

ころです。 

  今後も様々な方法で子供の意見を取り入れ、図

書館サービスの向上に努め、子供の視点に立った

読書活動の推進に取り組んでまいります。 

  次に、不読率の現状とその対策についてお答え

します。 

  不読率につきましては、本市としての調査を行

っておらず、全国的な動向となりますが、令和４

年度の全国学校図書館協議会の学校読書調査に

よりますと、小学校で6.4％、中学校で18.6％と

報告されております。 

  なお、市内の小中学校では朝読書の時間を位置

づけたり、ビブリオバトルといった活動を行った

りしており、本市の児童生徒が本に親しむような

様々な取組を行っているところです。 

  今後も児童生徒が本に触れる機会をつくり、充

実した読書体験を積み重ねることができるよう、

関係機関や地域と連携し、子供の読書活動を推進

してまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） では、順番に質問しま

すけれども、最初のプラスチックごみゼロ宣言後

の宣伝とか広報などをどうやったかという質問

に対してですけれども、具体的にホームページに

載せた、衛生組合のときに話をした、そんな答弁

だったと思うのですけれども、マイバッグとか、

マイ箸とか、そういうこと以外にほかに具体的に

何かやったことはなかったのですか。各企業に、

プラスチックごみゼロ宣言しましたから排出量

削減を努力してくださいみたいな文書を出すと

か、そういう具体的にアクションを起こしたとい

うことは特別なかったのですか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 
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○佐藤明彦市民環境部長 壇上からお答えしたとお

りでございまして、具体的なところについては、

私、承知していないところでございます。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） プラスチックごみゼロ

宣言をしたということは、私がやってくださいと

提案したと記憶していて、その一歩を進めるため

にどうするかという話ですから、せっかくしたの

だから、市民意識をどんどん高める努力だとか、

企業意識を高める努力だとか、そういうことを少

し検討いただければと思うのですが、いかがです

か。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 今、議員おっしゃられた

ように、市民の方に意識を持っていただいて取り

組んでいただくということが非常に重要だと認

識しておりますので、今後も様々なアプローチを

しながら、市民の方に働きかけを進めてまいりた

いと考えております。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いし

ます。 

  （３）プラスチック資源循環促進法の関係です

けれども、前回質問したときは、一般質問でプラ

スチック資源循環促進法についてお尋ねしたと

きに、不燃性ごみで回収していたプラスチック製

品もリサイクルのルートに乗せるということが、

法律の趣旨として、その方向を検討するとの答弁

だったと思います。 

  演壇でも申しましたけれども、プラコップ、普

通にビールなんかつぐプラスチックコップ、ある

いはタッパー、それこそ芋煮会で使う容器、これ

は燃えないごみです。米沢市の表からいくと、燃

えるごみではなくて燃えないごみ。皆さん分かっ

ていましたか。燃えないごみで出さなければ駄目

なのです。非常に分かりにくい中身になっていま

す。 

  そういうことからいっても、その協議の方向性

としては、できるだけルートに乗せるようにやっ

ていきたいという答弁だったと思うのですけれ

ども、その後、このリサイクルのルートに乗せる

もの、そして検討されたことについてお聞かせく

ださい。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 確かに議員おっしゃられ

るとおり、現状の回収方法については非常に複雑

で分かりにくいということで私も認識している

ところでございます。 

  壇上でも申し上げましたが、プラスチックの分

別回収については、置賜広域行政事務組合の事業

として構成する市町と共にやっておる関係で、そ

ちらとの協議が必要になってきます。 

  その関係で、令和４年に一般質問で答弁をさせ

ていただいて以降、置賜広域行政事務組合では、

構成市町の担当主査クラスの職員が仙台市など

の先進事例を見たり、今年度からは具体的な、ど

うやったらできるのかという検討に入っている

ということでございます。 

  その検討の結果を踏まえまして、今後その具体

的なごみ処理の在り方について、検討を引き続き

行っていきたいと考えているところでございま

す。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） このプラごみ一括回収

については、市民サービスの向上にも大きくつな

がります。ぜひやっていただきたいと私は思いま

す。 

  この大項目の最後の質問で、市長にお尋ねしま

すけれども、リサイクルの目的は、限りある資源

の消費を抑えること、環境負荷を低減することと

私は考えます。廃プラスチックの内容や状況を基

に、最も社会的コストが低く、新たな資源の投入

が少なく、環境への負荷も抑えられる最適の方法

を選ぶ必要があると考えます。その点、市長の考

えを少しお聞かせください。 

○相田克平議長 近藤市長。 
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○近藤洋介市長 御質問ありがとうございます。我

妻議員のおっしゃるとおりだろうと思います。 

  リサイクルは、単体でそれだけを見てしまうと、

実は意外にコスト高だとかどうだとか、こういう

ことがあるかもしれませんが、トータルで世の中

の社会、例えばコンタクトレンズのケースなども

そうだと思うのですが、トータルで考えて全体が

マイナスになるという発想も大事かと思ってい

ますので、全体で循環型の経済をつくっていくと

いう発想も重要ですので、雇用が生まれるである

とか、様々な効果を考えながら、その上で進めて

いくということが重要かと思っております。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） そういう観点から、プ

ラごみ一括回収をぜひお願いしたいと思います。 

  大項目の２点目に入ります。 

  子供の読書活動の推進についてですが、私が聞

き漏らしていたら大変申し訳ないのですけれど

も、答弁で、まず学校図書館を適正に管理・運営

し、児童生徒によりよい読書環境を充実させるよ

う学校司書の配置を充実させます、だからどうす

るのかという質問をしたと思うのですが、その分

の答弁がなかったと思うのですけれども、その点

いかがですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 大変申し訳ございません

でした。 

  学校司書を今現在２名配置しており、活動を行

っております。学校からの要望を様々お聞きしな

がら、適切な時期に、適切な期間を配置するとい

う形で充実させているということでお答えをさ

せていただいたということになりますけれども、

実際に学校司書の人数の増員という形では、まだ

実態としてはございませんでしたので、今現在、

学校司書がどのように業務を行っているのかと

いうお話をさせていただいたところでございま

す。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） もう１点、私、司書教

諭も業務量軽減のためにもいろいろやらなけれ

ばならないのでしょうということで提案したと

思いますけれども、その方向性も答弁にはきちん

と出てきていない。増員の方向性であるとか、中

身を検討して、検討して、検討してということで

は駄目、進まないと思うのです。だって第２期の

とき、司書教諭の業務が大変だから何とかしない

と、課題がありますということを今回の計画に書

いているわけです。だとすると、中身の精査だけ

ではもう駄目なのだと私は思いますけれども、そ

の点どのように検討されるのですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 先ほど教育長が述べまし

たとおり、地方財政措置等について施されている

ということについては、こちらとしても認識はし

ておりますけれども、（「その中身を聞いている

の」の声あり）はい。他の財政課題とのバランス

を考慮した形での今、予算要望ということを行っ

ているところであります。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 先ほどから言っている

のは、司書教諭の業務改善のためにもいろいろ検

討しなければならないという検証課題だと今回

の第３期計画では出ているわけです。だとすると、

その課題を克服するためにどうするのですかと

聞いているのです。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 すみませんでした。 

  確かに、今、学校に配置されている司書教諭、

司書教諭の資格を保持している教員が配置され

ているわけですけれども、計画のほうにも示され

ているとおり、様々学校のほかの業務がありまし

て、十分に図書館運営の仕事ができない状況であ

るということは、やはり否定できないところだと

思います。 

  ただ、その業務の支援のために、学校司書が入

って学校司書が業務を手助けするということ、当
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然そのようにしてまいりたいとは考えていると

ころでございますけれども、その点について学校

の現場の声を様々聞きながら進めていく必要が

あるだろうと思っています。 

  例えば、司書教諭が、ほかにその業務が負担に

なっていて、なかなか図書館運営に携われないよ

うな理由というのが、あくまでも学校図書館のも

のだけでなくて、ほかの様々な子供たちに対応す

る個別の対応があったり、様々な業務があって時

間が捻出できないということもございますので、

そういった学校司書だけではなくて、ほかの業務

についても学校のほうからは要望が出されてい

るところがございますので、ぜひその辺のバラン

スを今後考えていきたいと思っているところで

ございます。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 教育指導部長のおっし

ゃることも分かるのです。ただ、今回のあれには

十分な図書業務を行うことは難しいのが現状で

す、図書業務が十分にできないよと言っているわ

けです。だけれども、図書、読書はすごく大事だ

と。司書教諭の先生もそうですし、学校司書の働

きも大事だと、子供たちの豊かな読書環境を整え

るためにはと言っているわけです。だけれども、

今の司書の状況だと十分な図書業務が行えない

と。だからどうするのだと僕は聞いているのです。

図書業務が行えない、ほかの業務がどうかという

話よりも、図書業務が行えないと言っているので

す。今回の計画案に載っていますから、その点を

どうするのですかと聞いています。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 学校司書の増員配置につ

いては、当然検討はしてまいりますけれども、そ

れ以外に、市立図書館ですとか、地域の保護者、

ボランティア等にも御協力をいただきながら進

めていきたいと考えております。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） もう同じことになりま

すから、これ以上繰り返しませんけれども、十分

な図書業務ができないと言っていらっしゃる、書

いてある。だから何らかの対策を取る。だとする

と、地域のボランティアの皆さんと少し密にしな

がら、司書教諭の分を何とかするということでは

ないですか、今の答弁でいくと。それだけではや

はり足りないと思うので、いろいろ検討しなけれ

ば。学校業務の忙しさ、先生方の忙しさは、今の

状況からいくと皆さんが一番よく分かっている

のだと思います。だけれども、そのあおりが、図

書業務が十分にこなせないということで、子供に、

あるいは生徒に行っては駄目だと思うのです。で

きるだけ十分な図書環境を整える、そういう努力

をしていただきたいということを思うのですが、

最後にいかがですか。 

○相田克平議長 佐藤教育長。 

○佐藤 哲教育長 議員お述べのとおりであります。 

  今回、学校司書を配置していただいたことで、

学校のほうでは大変助かった部分があります。先

ほど、壇上でも述べましたけれども、学校司書、

司書教諭の部分も含めて、学校図書館の運営、ま

た子供たちの読書活動の推進に大きな役割を果

たしております。 

  そこで様々、先ほどの学校の事情や学級数によ

る配置計画というお話もしましたけれども、これ

から学校と校長会等々の連携を取りながら、どう

いう配置がいいのか、また増員に向けてというこ

とも含めまして検討して、配置している学校司書

をうまく使いながら、職員とも連携して、また地

域のボランティアの方などとも連携しながら、よ

りよい読書環境の整備に努めていきたいと考え

ています。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 今までの業務のほかに、

新たに今度は小中学校における子供の読書活動

の推進では、学校図書館資料のデータベース化を

進めるとしています。具体的に、今の話からいく

と、これは誰がするのですか。計画にはそう書い
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てあります。その点、どう進めるのですか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 現在、各小中学校のほう

に、そのデータベース化を推進するためのシステ

ムが導入されております。現在、小学校11校、中

学校２校で導入しております。ですので、紙だけ

の蔵書管理ではなくて、貸出しも含めてバーコー

ドを利用したりしながら、管理もし、貸出しもす

るという状況になってきてございます。 

  ただ、まだ全ての学校に導入されているわけで

もありませんので、今後それを入力したりする必

要が出てきます。実際に今行っていますのは、４

週から６週配置している学校司書、やはりある程

度まとまった期間が必要だということで、この時

期にその作業をしたいのでということの学校の

要望を聞いて、実際には夏休み期間中ですとか、

そういったところの配置の中ですけれども、学校

司書が入力作業を行ったという事例の報告を聞

いているところでございます。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） いろいろとなかなか大

変なのだと思います。ぜひもう頑張っていただき

たいと思います。 

  文部科学省は、単年度で243億円の財政措置をし

ていますと。おおむね1.3校に１名配置を目標と

しています。これはホームページに載っています

から見ていただくと分かるかと思いますが、その

ように学校司書の配置をしています。 

  その一方で、文部科学省は、第６次「学校図書

館図書整備等５か年計画」で、適切な予算措置の

お願いということで、「地方財政措置は、使途を

特定しない一般財源として措置されています。各

自治体においては、学校図書館の現状把握とそれ

に基づく適切な予算措置をお願いします」として、

わざわざホームページに大きく載せています。 

  しかも、そのホームページの中には、地方交付

税算定額の試算方法、小学校だと学校司書１名に

対して115万7,000円とか、計算方法までわざわざ

載せています。ということは、きちんと予算は出

ているのだけれども、その分、財政措置をきちん

と行っていないと、教育委員会まで司書の分が行

き届いていないと、1.3校に１人だそうです。今、

本市はそんな割合ではないですよね。２人しかい

ないのですから。 

  財政当局に、これは通告していませんから答弁

は結構ですけれども、財政当局もそういう予算が

来ている中で、しかも学校がすごく忙しい状況、

司書教諭の軽減なども考えて財政措置をする必

要があると私は思いますので、その点も御検討い

ただければと思います。 

  最後に、もう１点だけお聞きをします。 

  子供の意見を聴取する、この計画に対して、実

際はアンケートも取ったわけでもなく、十分に子

供たちの意見が反映できるような、するような努

力はどうしたのか。少しさっき答弁があったと思

いますけれども、図書委員会等の意見などだけで

なくて、もっと一歩踏み込んだ努力が必要ではな

いのかと思うのですが、いかがですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 教育長の答弁にもあった

かと思いますが、計４回開催いたしました計画の

策定委員会の中で、例えば小中学校の先生であり

ましたり、保育園、幼稚園の先生方、あるいは子

育て中のお母さんという委員の方々、子供さんと

常に密接に触れ合っている方々から、そのお子さ

ん方の様々な日頃の声でありましたり、あるいは

そういった委員個人の様々な御意見等をお聞き

したりしながら御意見を頂戴しまして、その計画

の中に盛り込んだと、反映させたということであ

ります。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） 分かります。それは見

せていただきました。 

  子供の意見聴取は、子供がどういう話をしたか、

大人から聞いたわけですよね。大人が読みたい、

読ませたい本、子供が読みたい本、それは一致す
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ればいいです。図書館の運営も、大人がこうした

いという方法と、子供たち、生徒がこういう方法

もあるよということが一致すればいいのですが、

それが一致しないとき、いろんな意味から、だか

らアンケートを取ったり、直接子供たちからいろ

いろな意見をもらいなさいと、そして検討しなさ

いということを文部科学省は言っているようで

すけれども、その点はいかがなのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 ただいまの話については、

この計画を策定するに当たって、どのような意見

を吸い上げたかという話、答弁をさせていただき

ました。 

  今の御質問については、日頃の図書館等の運営

にも関わることと思いますが、それについては指

定管理者のほうにもお願いしております意見箱

でありましたり、あるいは図書館の司書の方々が

直接お子さん方、あるいは利用者の方々にお声を

伺うなど、そういった形でお子さん方のリクエス

ト、どういう本を読みたいのかという声でありま

したり、どういう図書館の運営方法が望ましいの

かというところについて、直接お話を伺いながら、

図書館等の運営に役立てていきたいと思ってお

りますし、現在もそのように運営が進んでいると

思っております。 

○相田克平議長 我妻德雄議員。 

○１８番（我妻德雄議員） ぜひよろしくお願いし

たいと思います。本に接する機会が多ければ多い

ほど、機会があればあるほど、本を読むようにな

ると思うのです。 

  不読率の話も少しさせていただきました。不読

率について、小学校は多分図書の時間というのが

あると思うのですけれども、中学校あたりになっ

てくると、そういう時間がなかなか取れなくなっ

てきていて、不読の生徒さんがいらっしゃるよう

になってくるのではないのかなと。 

  ある栃木県の統計ですけれども、大人に至ると

６割ぐらい本を読んでいないそうです。そういう

統計もあるので、中学校の現状としてはいかがで

すか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 確かに議員おっしゃるよ

うに、なかなか図書室に足を運んで読書をすると

いう子供は少なくなっているのではないかと感

覚的には捉えています。 

  ただ、学校によっては、朝読書の時間ですとか、

週１回は読書をしっかりするという時間を取っ

ていたり、あと昼休み、休み時間の図書館の利用、

貸出しは通常どおり行っておりますので、その点

について学校としても取り組んでいる状況では

ございます。 

○相田克平議長 以上で18番我妻德雄議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

  午後 ３時０９分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

  午後 ３時２０分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、女性のエンパワーメント（個性や能力の

発揮）とジェンダーアイデンティティー（性自認）

について、３番髙橋千夏議員。 

  〔３番髙橋千夏議員登壇〕（拍手） 

○３番（髙橋千夏議員） 皆さん、こんにちは。一

新会の髙橋千夏です。一般質問初日の最後になり

ました。 

  傍聴に来ていただいた皆様、お忙しい中どうも

ありがとうございます。今回は、ジェンダーに関

わるところ、一本で質問させていただきます。よ

ろしくお願いいたします。 

  大項目として、女性のエンパワーメントとジェ

ンダーアイデンティティーについてです。 

  エンパワーメントとはエンパワーの名詞形で、
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力、権限を与えることという意味です。女性たち

が支援やサービスを受動的に受けるだけではな

く、その人自身が自分の長所や強みに気づき、能

力や権限を発揮できるような女性のエンパワー

メントにつながる支援が重要だと考えています。 

  そして、ジェンダーアイデンティティーとは、

性自認、性同一性と訳すことができます。昨年成

立しました性的指向及びジェンダーアイデンテ

ィティの多様性に関する国民の理解の増進に関

する法律の中では、第２条の定義として、「「ジ

ェンダーアイデンティティ」とは、自己の属する

性別についての認識に関するその同一性の有無

又は程度に係る意識」と解されています。 

  時代背景として、男か女かという性別二元論か

ら、性の多様性についての議論が日本国内でも始

まるようになりました。 

  例えばですが、たばこやゴルフ、お酒、会合の

席というのは、昔は男性社会においての大切なコ

ミュニケーションの場であったと理解していま

す。そして、様々な組織体、会議体、審議会など

も男性が多くの割合を占め、決定がなされてきた

と思います。一方で、そういった枠の中に、場所

に、政策の当事者である女性、その他のマイノリ

ティー、例えばレズビアン、ゲイ、バイセクシュ

アル、トランスジェンダーなど、そして外国籍、

外国にルーツを持つ日本国籍の人、障がいを持つ

方々などが含まれてこなかったことが多くあっ

たと認識しています。だからこそ、本市において

も、この庁内においても、議会の中においても、

より多様性が必要だと考えるところであります。 

  また、これは私自身の話になりますが、大学３

年生のときに妊娠が分かり、１年間大学を休学し

て出産しました。予期せぬ妊娠ということになり

ます。当時、私は日本におらず、相当悩みました

が、たまたま理解あるパートナーと両親と家族な

どがいて出産することができました。 

  一方で、産む状況にない、産みたくても産めな

い、そして望んでいない、産みたくない、そのよ

うな状況の若年女性はこの社会に相当数いらっ

しゃいます。 

  また、私は国際結婚ですので、夫婦別姓ですし、

海外にパートナーの親戚や友達がいます。その中

にはレズビアンやゲイの方もいます。パートナー

シップを結んで子育てをしている方もいらっし

ゃいます。私自身、このようなバックグラウンド

があることから、長い間、課題感を持っておりま

したので、今回質問させていただきます。 

  小項目１として、女性のエンパワーメントにつ

ながる支援についてであります。 

  困難な問題を抱える女性への支援に関する法律、

いわゆる女性支援新法が今年４月から施行され

ました。昭和31年に制定された売春防止法を法的

根拠として、性交または環境に照らして売春を行

うおそれのある女子の保護更生を図る事業が行

われてきましたが、売春防止法は法の制定以来、

一度も抜本的な見直しがされてきておらず、多様

化、複雑化、複合化している現代において、支援

を必要としている女性たちに必要な支援が届い

ていないことが問題視されてきたと思います。 

  女性の福祉、人権の尊重や養護、男女平等とい

った視点を基本理念として明確に規定しており、

これまでの売春防止法の考え方から、人権保障、

権利擁護、自己決定の尊重を重視していくことが

女性の福祉の向上につながっていくはずです。 

  特に、支援が必要でありながらも、なかなか支

援につながりづらい若年女性、孤立しがちな中高

年女性、障がいのある方、外国籍の女性など、複

合差別に直面する女性たちの支援について、一人

一人の困難に向き合い、支援を担っていく必要が

あります。 

  そこで質問いたします。 

  困難な問題を抱える女性への支援の一つとして、

本市では相談窓口の設置、相談支援員の配置があ

ると思います。現状の体制及び近年寄せられた相

談内容や件数などをお教えください。 

  また、民間、ＮＰＯ団体などと連携しているこ
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とがあればお知らせください。 

  続いて、小項目２は、女性の登用推進について

であります。本市職員と民間事業者に分けてお伺

いいたします。 

  まず、本市の女性職員のキャリア形成支援につ

いて、キャリアアップ研修の実績をお教えくださ

い。 

  また、第２次米沢市男女共同参画基本計画では、

市担当主査以上の職員における女性の割合の目

標を令和７年、来年までに30％と設定していると

思いますが、達成状況と達成の見込みについてお

伺いいたします。 

  続いて、本市に本社を置く民間企業の女性の役

員比率、管理職比率について、統計を持っている

ものかどうか、取っていれば具体的な数字をお教

えください。 

  続いて、審議会委員などの女性の登用比率につ

いてお伺いいたします。 

  第２次米沢市男女共同参画基本計画では、各種

審議会等の女性委員の割合を令和８年までに

40％という目標を掲げておりますが、目標達成の

ために解消すべき問題や課題感などがあればお

教えください。 

  続いて、小項目３、多様な性的指向、ジェンダ

ーアイデンティティーを抱える市民の支援につ

いてであります。 

  冒頭にもありましたとおり、性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティの多様性に関する国民

の理解の増進に関する法律、いわゆる理解増進法

は、性的マイノリティーの方々が性的指向及びジ

ェンダーアイデンティティーの多様性に関して

の国民の理解が進んでいないことによって生き

づらさを感じていることなどを立法事実として、

国民の理解の増進を図ることを目的として制定

されました。 

  こういった背景を受け、本市の具体的な取組と

して２点お伺いいたします。 

  １つ目、公文書における性別記載欄についてで

す。令和元年12月に公文書における性別記載欄の

見直しについての指針を庁内で出していると思

います。男、女の記載欄の廃止について、現在の

取組状況をお教えください。 

  そして、２つ目ですが、山形県のパートナーシ

ップ宣誓制度、今年の１月から開始している取組

についてです。制度の趣旨に賛同している本市に

おいて、具体的な取組をお教えください。 

  続いて、小項目４は、学校におけるジェンダー

フリーの取組についてです。主に３点お伺いいた

します。 

  １つ目、学校生活において使用される生徒の名

簿について、性別によらないものになっているか

どうか、導入状況についてお伺いいたします。男

女に分かれて使用しているものがあるとすれば、

必要性があるのかどうか、お伺いいたします。 

  ２つ目、制服についてです。本年度から、令和

８年度に統合中学校に通う生徒は、ネクタイやジ

ャージの色以外は全て統一となりました。男女別、

また男女兼用の指定はなく、全てのアイテムにつ

いてジェンダーレスに配慮したものであると認

識しています。制服の選択は、式典などの正式な

セレモニーの場においても生徒自身が選択でき

るものかどうか、改めてお伺いいたします。 

  ３つ目、本市におけるジェンダー教育について

です。命を守る授業など、性教育について外部講

師を呼んで授業を行っている学校があると認識

しており、私自身とても大事な取組だと思ってい

ます。 

  お伺いしたいのは、男と女を超えたジェンダー

教育についてです。具体的には、例えばＬＧＢＴ

Ｑ＋についての学ぶ機会などはつくっているも

のでしょうか。人を好きになるというのは人それ

ぞれで、特に小学校高学年や中学生は多感な時期

ですので、非常に学ぶタイミングが難しいところ

だと思っています。小学校、中学校のどこの段階

で学ぶ機会をつくるかなど方針は決まっている

のかどうか、お伺いいたします。 
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  以上、部署を横断するトピックになりますので、

当局の皆様には簡潔な答弁をお願いし、演壇から

の質問といたします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

  〔山口恵美子健康福祉部長登壇〕 

○山口恵美子健康福祉部長 私から、女性のエンパ

ワーメントとジェンダーアイデンティティーに

ついての（１）女性のエンパワーメントにつなが

る支援についてお答えいたします。 

  本市では、困難な問題を抱える女性への支援に

関する法律に基づき、女性相談支援員として、会

計年度任用職員１名を配置しており、母子父子自

立支援員と兼務し、課題を抱える女性に寄り添い

ながら相談支援を行っております。 

  女性相談窓口については、市の広報やホームペ

ージ、またリーフレットの配布などを通じて継続

して周知に努めているところです。 

  今後も、困難な問題に直面した女性が、できる

限り早期に相談支援を行う窓口につながり、必要

な支援を受けることができるよう、周知啓発に努

めるとともに、安心して相談できる環境を整えて

いきたいと考えております。 

  女性相談件数に関しましては、県全体では近年

減少傾向にありますが、本市においては、令和３

年度延べ194件、令和４年度延べ214件、令和５年

度延べ266件と増加傾向にあります。 

  女性が抱える悩みや困り事は、離婚やＤＶの相

談だけでなく、心身の不調や健康に関すること、

生活困窮や収入に関すること、子育てや仕事に関

することなど、多様化するとともに、複合化し、

そのために複雑化していると実感しております。 

  女性が抱える課題に対応するために、関係機関

との連携を強化しておりますが、民間団体との連

携に関しましては、現時点で事例はなく、県内に

おいても支援団体の設立が進んでおらず、柔軟な

一時保護体制の整備や民間シェルターの設置な

どが課題となっております。 

  なお、11月には、児童虐待、ＤＶ防止啓発等に

取り組む市内民間団体、Ｐｕｒｐｌｅ Ｒｉｂｂ

ｏｎ Ｇｒａｃｅ山形と協働し、市民向けパネル

展「女性に対する暴力をなくす運動」を実施し、

活動紹介のリーフレットを配布するなど、子供、

女性への暴力をなくすための普及・啓発活動に取

り組んでおります。 

  引き続き、女性のエンパワーメントにつながる

支援の充実を図り、誰もが安心して暮らせるまち

づくりを目指してまいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

  〔神保朋之総務部長登壇〕 

○神保朋之総務部長 私からは、小項目２、女性の

登用推進についてのうち、本市の女性職員のキャ

リア形成支援と本市の管理監督職に占める女性

職員の割合についてお答えいたします。 

  まず、本市の女性職員のキャリア形成支援につ

いてですが、現在本市では、男女を問わず新規採

用職員から部課長級職員までの様々な職階に応

じた階層別研修や、外部の研修機関に職員を派遣

しての研修等を行い、職員のキャリア形成支援を

行っているところです。 

  その中で、特に女性職員に特化したものでは、

平成12年度から外部の研修機関が実施する女性

職員向けの研修に、毎年１名から２名の職員を派

遣していたところです。新型コロナウイルス感染

症の蔓延による研修の中止に伴い派遣できない

年もありましたが、近年では本市が毎年職員を派

遣している研修機関において、女性の管理監督職

員向けのカリキュラムが令和５年度から新設さ

れたことを受け、昨年度と今年度に１名ずつ担当

主査級の女性職員を派遣しております。 

  受講した職員からは、グループワークを通して

リーダーとして有用なスキルを学ぶことができ

た、他市町村の女性職員とリーダーとしての悩み

を共有できたと好評を得ていることから、今後も

同様の研修に積極的に職員を派遣したいと考え

ているところです。 
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  また、本市の男女共同参画全般について協議を

行う米沢市男女共同参画推進本部会議では、若者

の視点を施策に取り入れるため、市長や各部等の

長に加えて、入庁15年程度までの若手職員にも会

議へ参画してもらっております。 

  女性に限らず、若手職員の職場環境に対する率

直な意見を幹部職員が聞くことで、全庁的に課題

が捉えられるとともに、広義でのキャリア形成支

援にもつながっていると考えております。 

  今後も、女性職員を対象とした研修への派遣の

みならず、機を捉えて女性職員の活躍推進に資す

る取組を推進してまいります。 

  次に、本市職員の管理監督職に占める女性職員

の割合についてお答えします。 

  議員がお述べのとおり、本市が令和５年２月に

改定しました第２次米沢市男女共同参画基本計

画改定版におきまして、市担当主査級以上の職員

における女性割合を令和７年度に30％以上とす

る数値目標を掲げております。目標の達成状況を

申し上げますと、令和６年４月１日付人事異動に

よる担当主査以上の職における女性職員の割合

は32.23％となっておりまして、目標は達成して

いるところです。なお、部課長級である管理職に

ついては20％となってございます。 

  今後も、女性職員が管理職に就くことができる

よう、無理なく管理職を続けることができるよう、

スキルアップを図る研修の実施や環境の整備等

といった必要な取組を進めたいと考えておりま

す。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、小項目２、女

性の登用推進についてのうち、民間企業の女性の

管理職比率と審議会等の女性委員の登用状況に

ついて、また小項目３についてお答えいたします。 

  初めに、民間企業の女性の管理職比率について

お答えいたします。 

  本市独自の調査は実施していないため、市内の

状況は把握できませんが、県が毎年実施している

山形県労働条件等実態調査の中に、女性の管理職

比率の項目がございますので、その数値を申し上

げます。 

  令和５年の当該調査は、県内1,500事業所を抽出

して調査を実施し、944事業所からの有効回答を

得て集計されたものであります。調査結果により

ますと、課長相当職以上の女性割合は16.0％であ

り、令和元年調査の14.6％と比較しますと1.4ポ

イント上昇しております。なお、係長相当職の女

性割合について申し上げますと、令和元年の

26.9％から、令和５年は29.5％と2.6ポイント上

昇している状況であります。 

  次に、本市審議会等の女性委員登用率の状況に

ついてお答えいたします。 

  市の男女共同参画基本計画においては、令和３

年度末の実績値27.2％を令和８年度までに40％

にすることを目標としております。令和５年度末

の実績値は30.8％とやや増加しましたが、目標達

成にはさらなる全庁的な取組が必要であると考

えております。 

  課題の一つとして、委員を選定する際に関係団

体の代表者を指定しており、その代表者が男性で

ある場合が多いことが挙げられますので、代表者

に限らず女性の役員等を委員に選定する取組も

行っております。 

  また、有識者の女性委員を選定する際の参考に

してもらうため、県内大学に所属する女性教員の

専門分野や研究分野等を記載したリストを庁内

で共有しております。 

  なお、40％を達成できない審議会等の分を他の

審議会で上積みするなど、調整して個々の審議会

の目標を設定しておりますので、各課等に個々の

目標達成を働きかけ、市全体で40％の目標を達成

してまいります。 

  次に、小項目３、多様な性的指向・ジェンダー

アイデンティティーを抱える市民の支援につい
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てお答えいたします。 

  まず、公文書における性別記載の見直し状況に

ついて申し上げます。議員お述べのとおり、性の

多様性に配慮した人権尊重を進めるため、令和元

年12月に公文書における性別記載欄の見直しに

ついての指針を策定した上で、性別記載欄の必要

性を全庁的に精査し、不要なものは削除する取組

を進めております。 

  令和元年度の調査では、必ずしも性別記載欄が

必要でなく、かつシステム改修や要綱等の改正も

要しない申請書は市全体で56件ありましたが、現

時点では５件にまで減少しております。システム

改修や要綱等の改正を要するものは、令和４年度

調査時点で23件ありましたので、これらの見直し

についても進めてまいります。 

  次に、山形県のパートナーシップ宣誓制度に基

づく本市の取組についてお答えいたします。 

  令和６年１月に山形県が導入を開始した山形県

パートナーシップ宣誓制度は、性的マイノリティ

ーのカップルが、お互いの人生において互いに協

力して継続的に生活を共にすることを約束した

関係であることを宣誓するものであり、県は宣誓

の事実を証明する山形県パートナーシップ宣誓

書受領証を交付しております。 

  県内各市町村は、パートナーシップ宣誓制度の

周知啓発を進めるとともに、対応する行政サービ

スを検討することが求められており、本市では、

市営住宅の入居手続、同居の場合の住民基本台帳

の続柄記載の変更、犯罪被害者等見舞金の受給、

この３つの手続において対応を行っております。 

  現時点でこれらの対応への申請や相談はござい

ませんが、今後もパートナーシップ宣誓制度や市

対応サービスの周知啓発に努めてまいります。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 佐藤教育長。 

  〔佐藤 哲教育長登壇〕 

○佐藤 哲教育長 私からは、（４）学校における

ジェンダーフリーの取組についてのうち、性別に

よらない名簿の導入状況について及び制服につ

いて、ジェンダー教育についてお答えします。 

  初めに、性別によらない名簿の導入状況につい

てお答えします。現在、市内のほぼ全ての小中学

校が導入しており、来年度は導入率100％となる

見込みです。 

  次に、制服についてお答えします。 

  中学校の制服については、統合中学校の開校に

向けて新たな制服デザインを採用しております。

この制服の導入に際しては、中学校の保護者の代

表、教職員の代表で構成する米沢市立中学校制服

検討委員会を開催し、中学生及びその保護者を対

象としたアンケートの結果も参考にしながら、ニ

ーズを十分に踏まえ、新制服のデザインを決定し

ました。 

  その際、男子の制服、女子の制服といった従来

あった固定的な観念に基づくのではなく、選択肢

として、そろえた制服アイテムの中から自分の身

につけたいものを選ぶことができるようにしま

した。 

  スラックスについては、男女それぞれの体格の

特徴に合わせたスタイルのものを用意しており、

男女を問わず生徒誰もがどのスラックスでも選

べるようになっています。加えまして、自転車に

よる通学等にも配慮する観点から、従来はなかっ

たキュロットスカートを新たにアイテムとして

設定しています。 

  このように、新たな制服については選択肢を増

やした上で、その中から自分の着用したい制服を

どれでも選択できるようにしております。 

  また、儀式の際にも、生徒は自分で選択した制

服を着用しております。生徒がどのアイテムを着

るかということよりも、ＴＰＯに合った着こなし

をすることのほうに重きを置いて指導をしてお

ります。 

  最後に、ジェンダー教育についてお答えします。 

  学校教育の根底には、児童生徒が性別にかかわ

らず世界でたった１人のかけがえのない存在で
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ある自分に誇りや自信を持ち、自己を理解し、他

者を尊重する態度を育むことを重視する考えが

あります。 

  ＬＧＢＴ教育は学習指導要領で明確に示されて

おらず、必ず授業で取り扱わなければならないと

いうものではありませんが、今の社会の現状を学

ぶ上で、児童生徒が知識として知っておくこと、

また、教職員がそのような視点を踏まえながら指

導することは大切だと捉えています。 

  本市で使用している中学校社会科の教科書には、

公民分野で性の多様性への理解という項があり、

同性愛の意識がある人や、身体的な性別と意識す

る性別との違いを感じている人について、欄外に

こうした人々はＬＧＢＴと呼ばれることがあり

ますと記載があります。 

  文部科学省が作成している生徒指導提要には、

令和４年の改訂時に、性的マイノリティーに関す

る課題と対応についての項が新たに追記されま

した。そこには、性自認と性的指向は異なるもの

であり、対応に当たって混同すべきではないとの

記載があります。ＬＧＢＴＱ＋のＬＧＢは、好き

な相手を示す性的指向に関する頭文字で、Ｔ以降

は性別違和に関するものです。 

  教育委員会としましては、生徒自身の性自認を

尊重したいと考えております。各学校においては、

性的マイノリティーとされる児童生徒一人一人

に寄り添い、必要に応じて保護者や医療機関等と

の連携を図りながら、個別の支援を丁寧に行って

まいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 御答弁ありがとうござい

ます。順次質問いたします。 

  まず、困難な問題を抱える女性への支援につい

て、窓口の体制と、あとはＮＰＯの話について御

回答いただきました。 

  まず、先ほど健康福祉部長からも答弁がありま

したけれども、ＮＰＯがほとんどないという話で

した。県内にも少ないということでした。こちら

例えば団体設立がスムーズにいくように支援や

助成を行うといったことが考えられますけれど

も、その点まずお伺いいたします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 困難な問題を抱える女

性の支援につきましては、非常に重要な課題と捉

えております。 

  民間団体の設立についても、その支援体制の整

備も不可欠だと考えておりますので、今後どのよ

うな助成等ができるかなどについても検討する

必要があると考えております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 必ず民間との連携は必要

になる部分だと思います。 

  続いて、今の体制について、電話の相談、あと

は来庁しての相談体制だと思っています。直接相

談所まで行って相談するというのは年々増えて

いるということではありましたけれども、とても

ハードルが高いです。電話もしづらいと思います。

特に、若年層の生活とか、コミュニケーションス

タイルに合わないと思うのです。 

  山形市でいうと、ＬＩＮＥの相談窓口を設けて

います。本市では、ＬＩＮＥでの相談などは検討

しているものかどうか、まずお伺いいたします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 議員のお述べのとおり、

直接来所することには抵抗を感じる方もいらっ

しゃると思います。 

  現在、米沢市ではＬＩＮＥでの実施に向けて具

体的な検討には至っていないところですけれど

も、今後、他自治体で導入事例もあるということ

をお聞きいたしましたので、これらを参考に研究

してまいります。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 予算がかかることではあ

りますけれども、コミュニケーションスタイルに

合った相談窓口を設けるということが必要にな
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ると思っています。 

  これは今のＬＩＮＥの話にもつながりますけれ

ども、今の相談体制は必ずその当事者本人が相談

をする前提で成り立っています。さっきもお話が

ありましたけれども、若年女性が多くて、もしか

したら大人の相談員に対しての不信感とか、価値

観のずれがあるかもしれません。なので、最初に

話を聞くのは、自治体によってはなるべく相談者

と同じ世代にするなどといった配慮をしている

ところがありますけれども、米沢市は今後の相談

体制とか窓口の体制については、いかがお考えで

しょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 現在、本市では女性相

談支援員１名の体制でありますが、ほかの職員と

協力して、できるだけ複数体制で対応するように

努めているところです。 

  本市の相談者の年代別の割合になりますけれど

も、令和５年度では10代はいませんでした。20代

が14％、30代は48％、40代は22％、50代以上が13％

という状況になっております。 

  また、知人や御家族など本人以外の方からの相

談も多くあり、対応しているところです。 

  女性相談支援については、資格要件というもの

はございませんが、この職務を行うのには必要な

能力及び専門的な知識経験を有する者が望まし

いとされておりますので、今後とも適切な相談体

制の整備には努めてまいります。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 今、複数体制でやられて

いるということでした。 

  若年女性の割合は少なかったですけれども、そ

ういったところは今後増えてくると思います。法

律もできましたし、若年女性のところでいうと、

相談できると思っていないというところがまず

あると思います。 

  誰にも相談できない悩みを抱えることとか、暴

力、さっきもありました性的な被害に遭う可能性

はどこにでもあると思っています。これはもう都

市部だけではないと思っています。あと、家にお

金がない、あと居場所がないというのは、若年女

性、彼女たちの責任ではないわけです。自己責任

ではないということです。 

  先ほども民間団体との話、連携がありましたけ

れども、支援が必要な人に適切な支援を届けると

いうのが行政の役割です。効果の見えづらい事業

だと思いますけれども、こちらの分野に関しては

必ず広がっていくというか、必要としている人は

少なくないと思っています。 

  行政は、事業を始めるまでは大変ですけれども、

継続性があるという部分があります。一方で、民

間団体は素早く始められるけれども、継続、活動

を続けていくことが大変な面があるというとこ

ろがあります。 

  なので、民間と行政で連携をする、若年女性に

関わる問題、あとは女性に関わる問題も一緒に取

り組んでいく必要があると思いますけれども、こ

の点いかがでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 官民連携は非常に重要

な要素であります。県の基本計画においても、状

況に応じたきめ細やかで寄り添いながら続ける

支援の重要性が触れられております。 

  官民連携につきましては、先ほども申し上げま

したけれども、県とも連携を図りながら、また民

間団体における補助制度なども創設されるよう

にもお聞きしておりますので、情報収集にも努め

ながら対応してまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ぜひよろしくお願いいた

します。 

  では、続いて、女性の登用推進について、お伺

いいたします。 

  先ほど、本市に本社を置く民間企業の女性の役

員比率とキャリア支援、あとは審議会の話をいた

だきました。 
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  本市に本社を置く民間企業の女性の管理職、数

字は県の数字が出てきましたけれども、こういっ

た取組を高めるために、本市として何かアプロー

チされている取組があればお教えください。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 お答えします。 

  国の例を少し申し上げますけれども、厚労省で

は、特に女性の活躍推進の取組が優良であるなど

一定の要件を満たしている企業を「えるぼし」と

して認定する制度があり、この認定を受けるため

の評価項目の一つに、管理職に占める女性比率の

基準が定められています。 

  この「えるぼし」認定を受けた企業におきまし

ては、女性が働きやすい環境が整備されることで、

結果としまして女性管理職の割合が増えるなど

の好循環が生まれることに加え、広く女性が活躍

できる企業であることを周知、ＰＲすることによ

って、選ばれる企業としての企業価値向上につな

がるものと考えています。 

  市でも、この「えるぼし」認定制度についての

理解を深めるため積極的に取り組んでいただき

たいということで、市のホームページや広報など

で広く周知しながら、企業側の女性活躍に向けた

取組の意識醸成に努めているところです。 

  なお、これまで県内では29社、そのうち米沢市

内では３社が「えるぼし」企業に認定されている

ところです。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） 「えるぼし」認定という

話が出ました。これは前から認定はありますけれ

ども、置賜地区、米沢市は３社、しかも１社は最

近取られたと思っています。なので、先ほど庁内

の数字は、管理職、割と30％ぐらいの数字が出て

いたと思いますけれども、民間と庁内で若干差が

あると思っているところです。 

  「えるぼし」認定以外の部分で、この周知など

しているものがあれば、お伺いいたします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 国の情報を積極的にＰＲして

おりますけれども、今のところはこの「えるぼし」

企業が、条件といいますか、そういうところが一

番しっかりしておりますので、ここについて周知

することに努めているところです。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） まず、３社だけというと

ころは寂しいので、増やしていきたいとは思うと

ころであります。 

  では、続いて、多様な性的指向・ジェンダーア

イデンティティーを抱える市民の支援について、

先ほど公文書における性別記載欄の部分と、あと

はパートナーシップ宣誓制度について御回答い

ただきました。 

  まず、パートナーシップという言葉、認知度に

ついてです。こちらも米沢市の第２次米沢市男女

共同参画基本計画の中に目標が入っていると思

います。こちらの数値目標でいうと、令和８年度

までに市の職員はパートナーシップの認知度

100％、市民の方は70％と掲げておりますけれど

も、まずこの辺の達成の見込みについてお教えく

ださい。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 パートナーシップ宣誓制

度につきましては、市では広報やホームページで

周知を行ってきておりますし、県が今回制度を設

けたことによって、これが大きく報道されました

ので、認知度は上がってきているのではないかと

思っております。 

  市職員の認知度につきましては、令和４年度の

職員アンケートで52％でありましたけれども、今

年度、70％にまで上昇しております。 

  市民の認知度をはかる市民アンケートにつきま

しては、次回の男女共同参画基本計画の改定時に

実施したいと思っておりますので、それまでさら

なる市民周知に努めていきたいと思っておりま

す。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 
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○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。

今、市職員で70％というところでした。 

  実際、パートナーシップと聞いて、まだどうい

う言葉なのかという感触があります。市民70％と

いうところは、先ほど周知をするということでし

たけれども、具体的にどのような実施計画に落と

し込んでいくのか、具体的なところがあればお教

えください。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 現時点で具体的なところ

はありませんけれども、やはり市の広報などで、

これまでもいろいろな場面でお知らせしてはお

りますので、そういったところをやはり繰り返し

やっていくということが大事なのかなと思って

おります。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） なかなかその認知度をは

かるところも難しいところではありますけれど

も、意識醸成が必要なのだと思うところでありま

す。 

  続いて、パートナーシップ宣誓制度に関わると

ころですけれども、県のホームページを見ますと、

パートナーシップ宣誓制度について詳しく書い

てあると思います。 

  私自身が評価しているところは、アウティング

についてです。何かというと、本人の意思に反し

て、性自認または性的指向を第三者に公表しては

ならないと、アウティングを禁止事項にしている

点が非常に優れていると思って評価しています。 

  この点について、先ほど３点、対応する事項が

あったと思います。何かというと、住民票の対応

とか、市営住宅の対応、そういった部分は窓口に

おいてもアウティングの意識を共有しているも

のかどうか、お伺いいたします。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 山形県パートナーシップ

宣誓書に記載されている情報につきましては、個

人情報でありますので、当然ながら厳重に管理す

るとともに、性的指向や性自認に基づく不当な差

別的な取扱いがないよう庁内でも周知徹底して

まいります。 

  なお、パートナーシップ宣誓制度に関する相談

に限らず、相談者からプライバシーに配慮してほ

しいという要望があれば、別室等での対応をする

など、そういった取扱いも行っているところであ

ります。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） まだパートナーシップ宣

誓制度の利用者はいないということでしたけれ

ども、今後出てくるというところで、意識の共有

をお願いいたします。 

  続いて、性の多様性について県がアンケート調

査をしています。令和５年度県政アンケート調査

というものです。 

  その結果の中に、性の多様性についても調査結

果がありました。どんな内容かというと、性の多

様性が尊重される社会づくりに向けて、県が取り

組むべきことは何なのかというアンケートです。 

  １番目に多かったのが、相談窓口の設置69％、

２番目が性の多様性を理解するための学校教育、

３番目が行政職員や教職員への研修ということ

でした。 

  これが本市に当てはまるかどうかはまた別かも

しれませんけれども、相談窓口の設置については

非常に大事なところだと思っています。この辺、

当局としては、今検討しているものがあるかどう

かお伺いいたします。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 こういった相談業務につ

きまして、やはり専門知識を持つということが大

事だと思いますので、現在本市では専門知識を持

っている職員がおりません。ですので、こういっ

た制度の窓口については設置していないところ

であります。 

  なお、パートナーシップ宣誓制度に関する相談

であれば、この制度の窓口である県の担当課を紹
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介しておりますし、また性の多様性全般について

の相談ということであれば、山形県のほうで男女

共同参画センターを設置しておりまして、ここで

設置している一般相談、あるいは心の相談などの

窓口を御案内しているところでございます。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  では続いて、学校の中のジェンダーについてお

伺いいたします。 

  先ほど、名簿の話、あとは制服の話について御

回答いただきました。 

  今度は、先生方のジェンダーについてお伺いい

たします。学校に通っている子供たちが、教育の

中でも、日常生活においても、ジェンダーレス、

ジェンダーフリーになっていく中で、一方で教職

員の先生方の意識はどうなのかというところで

す。 

  例えば、小さな話ですけれども、卒業式とか、

これはアンコンシャスバイアスの話です。例えば、

担任を持つ女性の先生は、はかまを卒業式に着る

というのが今までは一般的だったかもしれませ

ん。その辺は強制されていないか、職場内のアン

コンシャスバイアス的なものが働いていないか

どうか、教職員の先生方の意識はいかがでしょう

か。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 確かに、卒業式で、はか

まを着用する女性の教員も、これまでもおりまし

たし、現在もいると思いますけれども、必ずそう

しなければならないということを強制している

わけではなくて、各校において本人の希望、あと

自己決定というものを尊重している状況でござ

います。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。

おっしゃるとおり、アンコンシャスバイアス的な

ものが強制されていないところで、先生方も意識

を持ってほしいということの意味の質問でした。 

  さっき、教育長から、文部科学省の生徒指導提

要の話をいただきました。ここの部分で、12章の

性に関する課題のところで、先入観を持たずにそ

の時々の児童生徒の状況などに応じた支援を行

うことが必要だと書いてあったと思います。 

  この部分についてなのですけれども、例えば性

同一性障がいに関わる児童生徒に対する学校に

おける支援の事例が書いてあったと思います。着

替えるとき保健室の利用を認めたりとか、あとト

イレは職員トイレや多目的トイレの利用を認め

るといったことが事例として書いてあります。 

  実際の本市においての現場ですけれども、いろ

いろ先生方、臨機応変に対応されていることが予

測できるわけですが、教育委員会として把握され

ているものがあればお教えください。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 性的マイノリティーだけ

でなくて、様々な事情を抱える児童生徒がおりま

す。詳しい内容につきましては言及できかねます

けれども、職員トイレですとか、多目的トイレ、

あと着替える場所ですとか、服装、様々なことに

ついて、学校、あと保護者が密に連携を取りなが

ら、こちら教育委員会のほうにも報告をもらいな

がら進めているところでございます。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  学校、保護者の連携を取っているという話でし

た。 

  先ほど答弁の中で、ＬＧＢＴＱ＋という言葉に

ついては、学習指導要領の中で具体的に求められ

ていないという話がありましたけれども、本市の

方針としてはＬＧＢＴＱ＋の学習というのは、そ

の枠組みを超えて一人の人間として指導すると

いう方針で理解したのですが、もう一度お考えを

お聞かせください。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口 博教育指導部長 議員お述べのとおりです。

教科の授業等で扱っていることもございますの
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で、基本的にはそういった教科の授業等での学習

などを踏まえながら、でもやはり個人を尊重する

ような形で、個人の尊厳ですとか、様々なことを

大切にしていくというスタンスで考えていると

ころでございます。 

○相田克平議長 髙橋千夏議員。 

○３番（髙橋千夏議員） ありがとうございます。 

  壇上でも話をしましたけれども、やはり小中学

生、多感な時期ですので、いろいろ難しいところ

が現場でもあるのだろうと思います。 

  ＬＧＢＴＱ＋という言葉が先走っていくのも、

なかなか危惧するところを私自身は感じている

ところです。 

  では、少し早いですけれども、最後に市長にお

伺いしようと思っていました。先ほどお願いしま

した。 

  今回、ジェンダー、ＬＧＢＴＱなど性の多様性

についてお伺いしました。去年、近藤市長は「母

になるなら米沢市」ということをおっしゃってお

りましたけれども、これは見方によっては母親だ

けなのかと、アンコンシャスバイアスではないか

という指摘がありそうなところです。 

  先ほども話が出てきた中で、性の多様性とか、

ＬＧＢＴＱ＋については、本市においてはまだま

だこれからの意識醸成だと思っています。 

  米沢市のホームページにも書いてありましたけ

れども、私の周りにはいないからという方がいま

すけれども、いないのではなく、言えないのかも

しれません。まだまだそういう社会だということ

です。 

  様々な課題感があるところですけれども、最後

に近藤市長のお考えをお聞きして、私の一般質問

を終わりたいと思います。近藤市長、いかがでし

ょうか。 

○相田克平議長 近藤市長。 

○近藤洋介市長 御質問ありがとうございます。 

  大変大事なテーマなので、できることならばも

う少し前に御通告いただいたほうがありがたい

かなと思っているとこでございますが、議員の質

疑をずっと伺っておって、やはり多様性を認める

社会というのは、ある意味で当たり前の社会でし

ょうから、そういう社会を目指していくと。 

  よく言われる誰一人取り残さないという社会は、

実は、これは立場の弱い方を救済するというので

はなくて、全体の市民の幸福度ということを底上

げするのだと、こういう発想で取り残さない社会

をつくるのだということが非常に大事だろうと、

こんな思いであります。 

  先ほど冒頭おっしゃった、「母になるなら米沢

市」というのはいかがなものかという御意見もあ

るかもしれないという話でしたが、私は全くそう

いう意識ではなくて、例えば母親になるというこ

とが、現実でいうと、マイナスだと、リスクだと

思われている方が多いのも、昨今の少子化のこと

を見ますと事実なのです。やはりどうしても、体

力的にも、様々な面で、母親になるということは

非常に重たい負担だと思われている現実もある

わけですから、これをやはり解消するべきだとい

うことで標榜しているということなので、何も差

別を助長するような意識は毛頭ないと思ってい

ますし、やはりそれを言ったら女性が働きやすい

社会をつくるということ自体は、これまた逆に変

な話ですけれども、では男性はどうなのだという、

これまた逆差別の議論を呼ぶわけですから、あま

りそこは言葉尻をつかまないほうがいいのかな

という気を私はしているわけであります。 

  いずれにいたしましても、まだまだ多様性を本

当に日本社会が認め合えている現実になってい

るかというと、遅れている部分がたくさんあるわ

けでありまして、実務的にも議員が御指摘したと

おりでありますから、ここは一つ一つ細かく体制

を取っていくことが重要かなと思います。 

  あと１点、これは米沢市も、まさに山口部長が、

担当者は１人だけなのでというお話をされてお

りました。改めてこういうことに対応しようとす

ると、米沢市でもそういう状況ですから、例えば
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置賜３市５町で、飯豊町とか、小国町とか、各自

治体がそこで対応できるかというと、恐らく現実

的にはかなり難しいのだろうと思うわけであり

ます。 

  きめ細かな対応を取ろうと思うと、やはりそこ

ら辺は、本当に置賜３市５町できちんと対応を取

ろうと思うと、こういった行政課題は、ますます

職員が不足する中で、現実として大変難しい局面

になるということを感じた次第であります。こう

いったことも新しい行政課題でありますから、あ

る意味で、置賜３市５町で、お互い胸襟を開いて

体制を整えることも行政の対応という意味では

非常に大事ということと、御指摘された官民連携

というものも、そういう意味でいきますと非常に

重要になると感じた次第でございます。 

  取り留めない話で恐縮ですが、以上でございま

す。 

○相田克平議長 以上で３番髙橋千夏議員の一般質

問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○相田克平議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

 

  午後 ４時１２分 散  会 
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